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第 1 公立大学法人広島市立大学の概要

1 法人の概要

(1 )法人名 : 公立大学法人広島市立大学

(2) 所在地 : 広島市安佐南区大塚東三丁目4番 1号

(3) 設立団体 : 広島市

(4) 設立年月日: 平成 22年4月1日

(5) 目的

この公立大学法人は、広島市が都市像として掲げる国際平和文化都市にふさわしい大学

を設置し、及び管理することにより、国際性、創造性及び高い倫理観を備えた人材を育成

するとともに、先端的な学術研究を推進し、もって地域社会の要請にこたえるとともに、

文化の向上と社会の発展に寄与することを目的とする。

(6) 業務

ア 大学を設置し、これを運営すること。

イ 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこ

と。

ウ 法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以

外の者との連携による教育研究活動を行うこと。

エ 地域の生涯学習の充実に資する多様な学習機会を提供すること。

オ 市立大学における研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。

カ 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。

(7) 資本金の額

155億 1，019万 1，000円

(広島市出資額155億 1，019万 1，000円、出資割合100%) 

(8) 役員の状況(平成25年4月1日現在)

理事長 青木信之(学長)

理事 若林真一(副学長)

理事 岩井千秋(副学長)

理事 塩田芳丈(事務局長)

理事 今中 亘(非常勤)

理事 牟田泰一(非常勤)

監事 津村健太郎(非常勤)

監事 友田民義(非常勤)



2 学部等の構成、教職員数及び学生数

(1 ) 学部等の構成

ア学部

国際学部 国際学科

情報工学科

情報科学部

芸術学部

知能工学科

システム工学科

医用情報科学科

美術学科 l 日本画専攻

トー油絵専攻

」ー彫刻専攻

デザイン工芸学科

イ研究科

国際学研究科 一一一国際学専攻(博士前期課程・博士後期課程)

情報工学専攻(博士前期課程)

知能工学専攻(博士前期課程)

システム工学専攻(博士前期課程)

創造科学専攻(博士前期課程)

情報科学専攻(博士後期課程)

芸術学研究科一「一造形芸術専攻(博士前期課程)

」総合造形芸術専攻(博士後期課程)

情報科学研究科

ウ研究所

広島平和研究所

(2) 教職員数(常勤のみ)

教員 191人、職員 44人(平成25年5月1日現在)

注:外部資金雇用の特任教員(助教) 1人を含む。

(3) 学生数

学部 1，80 1人、大学院 328人(平成25年5月1日現在)

nrι 



第2 年度計画の自己評価

1 評価の方法

年度計画の実施状況について、各学部等からの報告事項をもとに全学的視点に立った評価

を行った。なお、評価は、以下の 5段階評価で示した。

rSJ 質・量ともに計画を上回った実績である。

r aJ 質・量いずれか一方の基準において計画を上回った実績である。

但し、他方において計画を下回った実績であった場合を除く。

r bJ 質・量双方の基準において計画どおりの実績である。

r c J 質・量いずれか一方の基準において計画を下回った実績である。

但し、他方において計画を上回った実績である場合は、双方の実績を総合的に勘案

して fbJとする。

rdJ 質・量双方の基準において計画を下回った実績であり、重大な改善事項がある。

2 項目別評価

(1 ) 大項目別評価

別紙1-1のとおり

(2) 小項目別評価

別紙1-2のとおり

(参考) ・個別項目評価

参考資料 1-1のとおり

平成22年度または平成23年度で終了した項目に対する業務実施状況

参考資料1-2のとおり

アンケートの調査結果等

参考資料1-3のとおり

第3 財務諸表

別紙2のとおり

第4 決算報告書

別紙3のとおり

内
〈
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2 (1)大項目別評価 別紙1-1

大 小項目項 目

名称 評価理由 名称自己評価

全学共通教育 I a 

自己評価

特色ある教育 I b 

b 

教育

中期計画に掲げる重点取組項目であるr全学共通教育の充実Jを始めとして、
教育に関する様々な取組を実施した。 I学部専門教育
特に、全学共通教育については、学生に、読書や美術鑑賞、映画鑑賞を通じて
専門分野を越えた幅広い教養を身に付けさせる「いちだい知のトライアスロン:LI大学院教育
事業に昨年度と同様多数の学生が参加した。また、これまでの、全学共通教育
委員会の設置(平成22年度)、カリキュラムの改編(平成23年度)に加え、平成 l授業内容及び授業方
24年度に全学共通教育専門委員会を設置したことにより、カリキュラムを適宜 l法の改善
見直し、改善していく仕組みが完成した。 I
また、大学教育のグローバル化の推進が求められる中、外国語によるコミュニ l学習環境及び学習支
ケーション能力の向上を図るため、国際学部及び芸術学部における外国語系 l援体制の整備
科目rCALL英語集中」の実施に加えて、情報科学部における新規科目reラー l成績評価システムの
ニング英語Jの開設、情報科学研究科における「組込みシステム開発プロジェク|整備
ト特論Jの英語による実施並びに大学院生及び大学院進学予定の学部生を対.
象にした英語研修の実施に取り組んだ。 I積極的な広報
さらに、参加した教員から高い評価を得たFD研修会を実施したほか、学生の多
様化に対応したきめ細かい教育を実施するためのティーチング内アシスタント制
度の全学への導入や平和研究所と各学部及び研究科との連携を強化するた l学生の確保
めの平和研究所の大学敷地内への早期移転を完了した。

a 

a 

a 

以上のように、優れた取組を実施したことから、 raJと評価した。
教職員の配置等

a 
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b 

a 
事務局の就職支援グループに就職相談員を1名増員し、就職指導体制を強化
した。また、就職活動中の学生への各種セミナー・ガイダンスの周知を徹底し、 l日常生活支援 I b 
よりきめ細かい情報提供が可能になるよう見直しを行った。これらの結果、就職

手怒f翠潔管長;おおとンスへの参加学生数が大幅に増加|健康の保持増進支援|平野度
また、きめ細かい学習支援及び相談を実施するための取組として、学生支援1::.L .. ..t:._h-+-.L":r. I 
a I関する目標と基本方針、相談窓口の紹介、学年間で継続的に対応を行うため1就職支援 I a 
の「学生カルテ」や相談事例を盛り込んだ教員用マニュアルを作成したほか、成I I 
績優秀で、かつ他の学生の模範となる学生に対して奨学金を給付する「特待生l課外活動支援 I b 
制度Jを創設した。

学生への支援

以上のように、優れた取組を実施したことから、 raJと評価した。
経済的支援 a 

留学生支援 I b 

研究 b 

前年度に引き続き全教員を対象とした外部資金獲得研修会を開催した。科学 l研究活動の活性化
研究費補助金の申請率、採択率及び獲得金額はいずれも前年度の実績を上
回った。
また、研究成果の普及及び還元に係る取組として、国際学部においては叢書をl研究成果の普及及び
発刊したほか、情報科学部及び情報科学研究科においては、研究成果に係る l還元
特許出願等の手続件数が、前年度同様の高い水準を維持した。

b 

b 

以上のように、計画どおり着実に実施したことから、 rbJと評価した。 研究体制の強化 b 



大 項 目 小項目

名称 自己評価自己評価 評価理由 名称

社会貢献 a 

生涯学習ニーズへの

AI対応
中期計画に掲げる重点取組項目である「サテライトキャンパスの設置Jや「社冨ドぷニ
連携センターを中心とした「産学公民j連携の推進」を中心lこ、計画に掲げる取 l地域産業界との連携
組を着実に実施した。 I圏、地方自治体等と
特に、大学敷地内に移転した平和研究所の移転後のスペースを活用したサテ 103連携
ライトキャンパスの設置について、計画では「検討」としていたところJ設置決 長与ヰ
定JIこ至った。また、公開講座について、受講者の少なかった講座の開催日を i主術機関及び研究機
見直す等、改善を行った結果、受講者数が増加した。小学生を対象とした「ひろ!関との連携
しまコンビュータサイエンス塾J、中高生を対象とした「芸術学部サマースク- I/J、中高等学校等との
ルム情報科学研究科教員が高等学校に出向く体験授業を実施し、小中高等 i連携
学校等への学習支援に取り組んだ。
さらに、本学の英語eラーニングプログラムを活用して広島市職員の英語力養
成研修を実施し、広島市職員の研修機関としての役割も果たした。
そのほか、「学生による社会貢献型自主プロジェクトJ事業においては、応募件
数、応募総額、採択件数、採択総額ともに前年度実績を上回合た。この事業で
は、地域の公民館における日本語講座やパソコンお悩み相談室のようなプロ
ジェクトを継続的に実施し、学生の育成と同時に地域貢献に取り組んだ。

a 

a 

全学を挙げてグローバル人材育成事業に早急に取り組むため、専任の特任教 E
員を長とする国際交流推進センターを平成25年4月に設置し、国際交流推進体l海外学術交流協定大

l学との人材交流の積
制を整備することとした。また、協定の締結に向けた交渉を進めた結果、国連 l 

l極的な展開
平和大学(コスタリカ)とは学術交流協定を、上海大学(中国)とは学生交流に = 
関する覚書を締結することができた。さらに留学生支援の分野では、海外学術
交流協定校を対象にした推薦入試の実施、外務省の留学生受入プログラムの
実施、日本学生支援機構の奨学金の活用及び留学生ボランティアアドバイ
ザー制度の創設等の取組を進め、受け入れ学生数の増加を果たした。 1留学生への支援体制

の充実

ι
u
-
L
U
-
ι
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a 

以上のように、優れた取組を実施したことから、raJと評価した。

社会連携センターの体
制整備

学部及び研究科の
「産学公民」連携や社
会貢献の取組に対す
る支援

研究成果、学内資源
等の活用

学生の育成

平成23年度
終了

b 

b 

a 

国際交流

s 

以上のように、優れた取組を実施したことから、raJと評価した。
b 

業務運営の改善
及び効率化に関
する目標を達成

するためとるべ

き措置

b 

認証評価機関への対応及び事務引継等への活用も想定した年報(公立大学法l運営体制
人広島市立大学の概要)の作成や平和研究所の大学敷地内への移転に合わ
せた事務組織の見直しを行った。また、事務処理の点検を定期的に実施し、よ
り精度を上げるためのツールとして、個別の事務マニュアルを試行的に作成し l人事
Tこ。

b 

自己収入の増加を図るための取組及び管理経費の抑制を図るための取組を
計画どおり着実に実施した。 1自己収入の増加
こうした中、多様な収入の確保のための取組では、社会人向け工芸・版画技能
講座における「夏期特別講座Jの開催、学生寮の利用されていない駐車場の-
a I時貸付及び自動販売機の増設により、学内施設貸付収入及び自動販売機貸
付料収入等、総額2，859千円の収入増を達成した。
このほか、学内施設における照明のLED化等による管理経費の抑制を図った。

以上のように、優れた取組を実施したことから、 raJと評価した。

平成22年度
終了

以上のように、計画どおり着実に実施したことから、rbJと評価した。 事務処理 b 

管理経費の抑制

平成23年度終了

b 

大学隣接地の利用について広島市と共同で検討を行い、平時はセミナーハウ l施設及び設備の適切
スとして使用し、非常時には広島市の防災拠点機能を果たす施設の整備を提 lな維持管理等
案した。また、メンタルヘルス講演会の開催、職場巡視等の実施、教職員を対
象としたハラスメントの防止に関する講演会の開催等に取り組んだ。

財務内容の改善
に関する目標を

達成するためと

るべき措置

a 

b 

自己点検及び評
価に関する目標

を達成するため

とるべき措置

その他業務運営
に関する重要目

標を達成するた

めとるべき措置

b 

以上のように、計画どおり着実に実施したことから、 rbJと評価した。
安全で良好な教育研
究環境の確保 b 

n
f
h
 



2 (2)小項目別評価 別紙1-2

小項目名

全学共通教育

特色ある教育

学部専門教育

自己評価 評 価 理 由

O自律的学習能力やコミュニケーション能力等の養成を図るため、「基礎演習」を全学で実施したほか、 1年生全
員を対象に全学共通系科目に関するアンケート調査を実施した。
0平成23年度に引き続き、学生に、読書や美術鑑賞、映画鑑賞を通じて専門分野を越えた幅広い教養を身に付
けさせる「いちだい知のトライアスロンj事業を実施した。また、「いちた、い知のトライアスロンJウェフ、サイトのリ
ニューアル等による広報の強化、および学生が投稿した良質な感想、レポートを表彰する「コメント大賞Jの充実を
図った。「コメント大賞Jについては、選考の客観性を高めるために選考担当者を増員するとともに、学生の参加意
欲を高めるために入賞者数を7名から10名に増やした。このような事業内容の充実により、昨年度同様、多くの学

生が本事業に参加した。
【参加学生数】
・トライアスロン参加学生数:433名(スタートアップコース431名、チャレンジコース2名)
(平成23年度:439名(スタートアップコース435名、チャレンジコース4名)) 
-出張講座参加学生数:111名(平成23年度:87名)
a I・語学センター映画上映会参加学生数:223名(平成23年度:200名)
-図書貸出冊数:21 ，366冊(平成23年度:21，547冊)

b 

b 

-感想レポート数:821件(平成23年度:931件)
0既存科目のrCALL英語集中J(時間割に組み込まず、講義の合間に自由に受講)では、十分な学習効果が現
われない学生が増加する傾向にあった情報科学部において、 reラーニン夕、英語」を開設し、時間割に組み込んで

実施した結果、学習効果が高まり、TOEICスコアにプラスの影響があった。
0全学共通系科目、外国語系科目並びに全研究科共通科目の教育課程及び授業科目の新設及び改編に関す
る事項を審議する「全学共通教育専門委員会Jを設置した。これにより、全学共通教育のあり方について全学的視
点から検討し、その結果をカリキュラム等に反映させる仕組みを構築することができた。

以上のように、参加学生数、参加学生の読書冊数及び映画鑑賞作品数が昨年度と同様、高い水準を維持した「い
ちだい知のトライアスロンJ事業の実施や、 feラーニンク、英語Jの開設による外国語教育の充実など、全学共通教
育の充実に大きく貢献する優れた取組を実施したことから、 faJと評価した。

0平和に関する教育を推進するため、全学共通系科目である広島・平和科目 (5科目)について、平和研究所の教
員5名が4科目(平成23年度:2科目)を担当したほか、夏期集中講座fHIROSHIMAand PEACEJを、同研究所の教
員3名が担当した。
0学生が異文化に触れる機会や国際的に活躍する人材と交流する機会の充実を図るため、夏期集中講座
rHIROSHIMA and PEACEJについて、受講者及び教員へのアンケート調査の結果を踏まえたカリキュラム内容の
見直しを行い、「広島の戦後の復興」に関する講義を加えることにした。また、次年度の講義担当者等を決定した。
O多数の外国人が参加する行事への学生の積極的な参加を促すため、 1月に、教職員を対象として異文化に触
れることができる行事の調査を実施し、その結果に広島市が実施している関連行事の情報を加え、ウェブサイト及
び学内掲示により学生に情報提供した。
0学生が国際機関や国際的NGO等の国際分野の第一線で活躍する人材と交流する機会の充実を図るため、6月
に国際交流協会の人材事業部長を、7月にはWWF(WorldWildlife Fund)の気候変動オフィサーを招いて「公開国
際協力講座Jを実施するなど、講座を3回開催した。

以上のように、特色ある教育を充実するための取組を計画どおり着実に実施したことから、 rbJと評価した。

学生の多様化に対応するとともに、社会で通用する実践的な能力を身に付けた学生を養成するため、以下のとお
り国際学部及び情報科学部において学部専門教育の充実に取り組んだ。
①国際学部では、平成23年度の卒業生を対象として新教育課程の教育内容と成果について実施したアンケート
の結果を分析した。学生の満足度は概ね高かったが、語学教育の更なる充実を求める意見があった。このため、
次年度以降の検討課題とすることとした。また、 1月に、卒業学年の学生を対象としたアンケート調査を実施した。
②情報科学部では、平成24年度入学生を対象として実施したアンケート結果等を踏まえ、情報工学科、知能工学
科、システム工学科及び医用情報科学科の4学科一括募集を継続することにした。また、就職活動を控えた3年次
生を対象として、企業などの実務者を講師としてプロジェクトマネジメント(企業で、の活動や問題解決のためのプロ
ジェクトを円滑に実施するための知識)について学ぶキャリア形成支援科目「企業活動とプロジェクトマネジメントj

を開設した。

以上のように、学部専門教育を充実するための取組を計画どおり着実に実施したことから、 fbJと評価した。



小項目名 理 由自己評価 言平 価

大学院教育

0大学院における共通教育のあり方について、平成24年度に設置した全学共通教育専門委員会において、新規
科目の開設に向けた検討を行い、平成25年度から「科学技術と倫理Jの開設を決定した。
0学生の多様化に対応するとともに、専門分野において優れた研究能力と実践的技能を身に付けた学生を養成
するため、以下のとおり大学院教育の充実に取り組んだ。
①「平和学Jの構築に向け、既存のカリキュラム等の見直しにより「平和学jの学位(博士)授与のためのカリキュラ
ムを整備した。また、平成25年度に開設予定の「ロシア政治外交論 1• n Jを、英語による履修が可能な「平和学j
科目として追加した。
②情報科学研究科では、組み込みソフトウェア関連科目のモデルカリキュラムについて、その成果を客観的な視
点から評価するため、平成23年度に受けた学識経験者等で構成する外部評価委員会による評価を踏まえ、「組込
a Iみシステム開発プロジェクト特論jの講義を英語で、実施したほか、講義内容についても改善を行った。また、大学
院生及び大学院進学予定の学部生を対象とした集中英語研修の実施や、学会発表を奨励するための学外研究
活動旅費等に係る補助金給付制度の創設など、プレゼ、ンテーシヨン能力及びコミュニケーション能力等の強化に
取り組んだ。
③芸術学研究科では、文化芸術の保存の分野における高度な専門能力を養成するための「文化財保存学特講
AJを、5月、6月、9月に集中講義として実施した。この講義では、九州国立博物館における絵画、書跡、漆等の保
存修復などを通じて最新の文化財研究や保存修復技術に触れ、大学院生の文化財保存に対する理解を深めた。

以上のように、専門分野において優れた研究能力と実践的な技能を身に付けた学生の育成を図る優れた取組を
実施したことから、 raJと評価した。

授業内容及び授
業方法の改善

本学の教育方針に沿った教育を推進し、学生の視点に基ついた授業内容及び授業方法の改善を図るため、7月
-9月に学生及び教員に対し授業アンケートを実施した。また、「初年次教育・学生支援金学研修会Jをテーマ!こ授
業改善に関するFD(Faculty Development:教員の教育能力を高めるための組織的取組をしち。)研修会を開催し

a Iた。
当該取組のうち、授業改善に関する研修会(FD研修会)では、前年度(274名)に比べ参加者が増加(299名)し、そ
の評価も高く、授業内容及び事業方法の改善に大きく貢献する優れた取組となったことから、raJと評価した。

学習環境及び学
習支援体制の整

備
b 

0きめ細かい学習支援及び相談を行うため、学生支援に関する目標、基本方針及び相談窓口等の一般的な項目
に加え、在学中の継続的な対応を行うための「学生カルテ」や相談事例等を掲載した教員用マニュアル「学生支援
の手引き2013Jを作成した。
Oインターネットを通じて、時間、場所を選ばず、授業の補習・復習を可能とする講義のアーカイブ化の試行とし
て、全学共通系科目及び情報科学部専門科目から1科目ずつ、計2科目について、講義を撮影した動画を講義資
料とともにウェフ、サイトに掲載し、学内者に向けて公開した。
O他大学のパブリックスペースの整備状況について現地調査を行い、当該調査結果に基づき学生ラウンジ、自習
室、喫茶室等の整備計画を策定した。

以上のように、学習環境及び学習支援体制を整備するための取組を計画どおり着実に実施したことから、 rbJと評
価した。

成績評価システ

ムの整備 b 

芸術学部では、「芸術学部課題制作データベースJを試験的に作成し、美術学科日本画専攻において試験運用を
実施した。
また、過去数年の卒業制作及び修了研究作品の写真資料の収集を開始し、芸術学部、芸術学研究科の優秀賞
及び買い上げ作品に担当教員の講評を添えた上で公開するウェブサイトを開設したほか、以下のとおり課題制作
作品及び入選入賞作品の画像データ等(画像及び基礎データ)の集積を行った。

【資料収集実績】
平成24年度の各専攻や分野の課題制作作品及び入選入賞作品の画像データ等の資料収集
(平成24年度の集積課題作品データ数(画像及び基礎データ)の内訳:学部計:1，929点、研究科計:109点、総計:
2，038点)
く参考>平成23年度の集積課題作品データ数(画像及び基礎データ)の内訳:学部計:2，048点、研究科計:99
点、総計:2，147点

以上のように、成績評価システムの整備のための取組を計画どおり着実に実施したことから、 rbJと評価した。
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小項目名 自己評価 E里 由評 価

積極的な広報 b 

0高校進路指導担当教員説明会(5月)、プレ・オープンキャンパス(6月)及び、オープンキャンパス(8月)において、
本学に対するイメージ等についてのアンケート調査を実施した。
0これらのアンケートでは、公立大学であるということから「まじめ]といったイメージが比較的浸透していることが
判明した。国際、情報、芸術、そして平和といったユニークな学部、研究所構成が本学のアピールポイントとなるこ
とから、今後、「まじめでユニークな公立大学」としての広報戦略を学内外に強力に打ち出すことを基本方針とし
た。その際、コミュニケーション・マーク、タグラインに加えて、受験生、保護者、企業など対象別にセールスポイント
を表す文言を組み合わせた独自の広報ツールを活用することとした。
O学長指定研究「本学のコミュニケーションマークマニュアル策定と大学オリジナルグッズ、の開発jとして、コミュニ
ケーションマークの作成、コミュニケーションマークの作成に合わせたタク、ラインの見直し、コミュニケーションマー
クをモチーフにした本学オリジナルグッズ、の検討及び試作品の作製を行った。

以上のように、積極的な広報のための取組を計画どおり着実に実施したことから、 rbJと評価した。

学生の確保 b 

0国際学研究科では、優秀な留学生を確保するため、6月及び2月に海外学術交流協定大学の学生を対象とした
推薦入試を実施し、西南大学(中国)から1名、西京大学(韓国)から1名が合格した。
0芸術学研究科では、以下のとおり、大学院ガイダンスの充実及び芸術資料館における作品展示を実施した。
【取組実績】
く大学院ガイダンス〉
.7月:学部学生を対象としたプレ修了制作作品のプレゼ、ンテーション(造形計画専攻)
・10月:大学院進学ガイダンス(日本画専攻)
.11月:博士前期課程芸術理論研究分野説明会
.12月:r展示演習J(大学院生の展示を学部生に見せる)(日本画専攻)
・1月:学部3年生に対象とした、進路・進学説明会(彫刻専攻)
・随時:進学希望学生を対象とした随時担当教員によるガイダンス(日本画・油絵・彫刻専攻)
く芸術資料館における作品展示>
.6月「新収蔵作品展J
.8月「卒業・修了優秀作品展」において博士前期・後期課程の大学院生の作品を展示
.1月「博士本申請審査作品展J
.3月「第15回卒業・修了作品展Jにおいて博士前期・後期課程の大学院生の作品を展示

以上のように、学生の確保を図るための取組を計画どおり着実に実施したことから、 rbJと評価した。

教職員の配置等 b 

学生の多様化に対応したきめ細かい教育を実施するため、以下の取組を行った。
O平成23年度に制定した「広島市立大学ティーチング・アシスタント実施要領JIこ基づき、全学部・研究科を対象と
して科目担当教員にTA配置の要望を調査し、同要領に定める基準を満たす科目にTAを配置した。
。教員の研究補助を目的とするRA(リサーチアシスタント)制度の導入に当たって、本学の既存の教育研究補助
制度であるティーチング・アシスタント、実習補助員、非常勤助教(実習補助員と非常勤助教は芸術学部及び芸術
学研究科の制度)との整合性について整理・検討した。

以上のように、教職員の配置等の取組を計画どおり着実に実施したことから、 rbJと評価した。

教育環境の整備 a 

0各附属施設聞の連携を強化し、学生の多様なニーズ等に的確に対応するための取組として、6月及び12月に附
属図書館及び語学センターにおいて映画上映会を共同開催した。また、芸術資料館で6月に開催した「新収蔵作
品展J及び10月に開催した「収蔵作品展ー華麗なる工芸の世界一jでは、附属図書館のiPad端末を来場者に貸し
出し、作品の解説を閲覧できるようにするなど、来場者の作品鑑賞を支援した。
0平和研究所の大学敷地内への移転については、当初「検討Jまで、としていたものを、平和研究所の教育への参
画、平和研究所と各学部及び研究科との連携強化を早期に実現するため、前倒しで実施し、 1月に情報科学部棟
別館への移転を完了した。

以上のように、教育環境の整備について優れた取組を実施したものとして、 raJと評価した。
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小項目名

芸術情報の利用
環境の整備

学習支援

日常生活支援

健康の保持増進
支援

就職支援

課外活動支援

経済的支援

自己評価

b 

a 

b 

a 

b 

a 

評 価 理 由

0新たに作成した芸術資料館の新収蔵作品8点の画像及びデータをウェフ、サイトに掲載し、芸術資料館収蔵作品
データベースのコンテンツを充実させるとともに、研究・教育への活用等のため、増村益城作「乾漆洗朱菊花盤j
等25点の工芸作品について高密度デジタル画像撮影を行った。
orいちだい知のトライアスロンj関連イベントとして、広島県立美術館、ひろしま美術館との共催による講演会等
を開催した。 (2回開催:参加者80名)

以上のように、芸術情報の利用環境を整備するための取組を計画どおり着実に実施したことから、 rbJと評価し
た。

0きめ細かい学習支援及び相談を行うため、学生支援に関する目標、基本方針及び相談窓口等の一般的な項目
に加え、在学中の継続的な対応のための「学生カルテJや相談事例等を掲載した教員用マニュアル「学生支援の
手引き2013Jを作成した。

当該取組は、単に教員用のマニュアルを作成するだけでなく、よりきめ細かい学習支援及び相談を行うための工
夫を凝らし、肉容の充実を図ったものであることから、 raJと評価した。

学生が、自習やグループ学習等を行うための空間整備計画及び喫茶室の改修案を策定したほか、学生会館内の
既存庖舗について検証を行い、学生、教職員のニーズに応えることができるよう庖舗の配置変更を含めた検討を
行うこととした。また、大学周辺への庖舗誘致について検討を行ったが、当面実現可能性が見込めないため、施
設面での学生の日常生活支援については、学生会館の見直しにまず取組むこととした。

以上のように、学生の日常生活を支援するための取組を計画どおり着実に実施したことから、 rbJと評価した。

平成23年度終了

0就職指導体制を強化するため、事務局の就職支援グループに就職相談員を1名増員した。
O事前登録した学生lこ各種セミナー・ガイダンスに関する情報提供を行っているが、登録率が低い情報科学部の
学生については、就職活動が活発になる3年次生を全員登録させた。

上記の取組により、就職相談をfわた学生の数が前年度(882名)に比べ16%(143名)増加したほか、就職セミ
ナー・ガイダンスへの参加学生数が前年度(428名)に比べ大幅に増加した(645名)ことから、就職支援に大きく貢
献する優れた取組を行ったものとして、 raJと評価した。

学生のクラブ及びサークル活動を奨励・支援する一環として、学生が主体となって取り組んで、いる大学祭の財政
的支援の拡充について関係団体等に働きかけを行った結果、大学祭実行委員会への後援会からの補助金が50
万円増額された。

以上のように、課外活動を支援するための取組を計画どおり着実に実施したことから、 rbJと評価した。

成績優秀で、かつ他の学生の模範となる学生に奨学金を給付する「特待生制度JIこ関する規程を整備し、平成25
年度に導入することとした。

計画では制度の検討までとしていたが、以上のように制度に関する規程を整備するに至り、学生への経済的支援
を早期に実現したことから、優れた取組を行ったものとしてraJと評価した。
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小項目名 理 由自己評価 評 価

留学生支援 b 

海外学術交流協定大学から受け入れた特別聴講生(留学生)は入居期間が短期であり、民間アパートへの入居
が困難であるため、学生寮及び留学生会館等を斡旋し、その他の留学生には民間アパート等の賃貸情報を紹介
することにした。また、広島県留学生活躍支援センターによる機関補償制度に加入し、留学生及び教員にこの制
度の情報提供を行った。

以上のように、留学生の支援のための取組を計画どおり着実に実施したことから、 rbJと評価した。

研究活動の活性

化

04月、サバテイカル制度を導入し、平成25年度の研修者を募集、決定した。
010月、全教員を対象に外部資金獲得研修会を開催し、科学研究費補助金等外部資金の申請率、採択率の向
上を図った。
【外部資金申請率等実績※()内は平成23年度実績】
申請率64.2%(63.1 %)、採択率54.7%(48.8%)、獲得金額(間接経費を含む。)129.220千円(117.974千円)
0情報科学部及び情報科学研究科では、専攻を越えた共同研究や学外との共同研究、社会連携、外部資金獲
得を促進する研究に対し、教員研究費の一部を重点的に配分した(社会連携関係(6件): 3.855千円、外部資金関
係(1件):200千円)。
0芸術学部及び芸術学研究科では、教員・学生による展覧会の開催等の研究発表活動を積極的に推進するた
b Iめ、以下のとおり発表活動を行った。
【実績※( )内は平成23年度実績】
・教員による学内特定研究費による展覧会活動、論文発表、講演会活動等の研究発表件数:7件(18件)
・教員による自主的な個展、グループ展、講演会活動等の研究発表件数:143件(146件)
-学生による自主的な個展、グループ展等の研究発表件数:74件(94件)
0平和研究所では、研究会、市民講座及び研究フォーラムを開催し、プロジェクト研究等への学外の研究者の積
棒的な参画を促進した。

以上のように、サバテイカル制度の導入、外部資金の積極的な獲得と活用など、研究の活性化のための取組を計
画どおり着実に実施したことから、 rbJと評価した。

研究成果の普及

及び還元 b 

0国際学部及び国際学研究科では、国際学部教員8名、情報科学研究科教員1名、芸術学部教員1名、同非常勤
講師2名、国際学研究科修了生1名の共著により学部叢書シリーズ、第5巻「、Japan's 3/11 Disaster as Seen from 
Hiroshima -A Multidisciplinary Approach-Jを3月に発刊した。また、 12月に刊行した学部紀要「広島国際研究J(第
18巻)の採択論文について、大学リポジトリサイトで公開した。
0情報科学部及び情報科学研究科では、インテレクチャル・カフェ広島やリエゾンフェスタ2012等の研究公開イベ
ントへの出展を行った(出展件数59件(平成23年度:65件))。また、 JST(独立行政法人科学技術振興機構)、
NICT(独立行政法人情報通信研究機構)等の国のプロジェクトの受託研究、共同研究を実施したほか、研究成果
に係る特許出願等の手続きを行った。
0芸術学部及び芸術学研究科では、芸術資料館において卒業制作優秀作品の展示会、大学院研究成果の発表
展示会を開催した(開催回数4回:入場者数計1.319名)。
0平和研究所では、教員の出版活動(出版点数:6点)や、 5-6月及び10-11月に開催した連続市民講座(計8
回、参加者数:720名)、 7月に開催した国際シンポジウム(参加者数:180名人 6月及び12月に開催した研究フォー
ラム(計2回、参加者数:30名)等を通じ、学術研究成果の社会への積極的な普及を図った。
0附属図書館では、博士論文等の機関リポジトリ登録を実施した。

以上のように、研究成果の普及及び還元のための取組を計画どおり着実に実施したことから、 rbJと評価した。

研究体制の強化 b 

0平和研究所では、以下のとおり原爆や核に関する諸問題を扱う学会における研究員活動を促進した。
【平成24年度実績:( )肉は平成23年度実績】
著書・論文の発表:計20件(計10件)、科学研究費補助金の獲得:5件(5件)、学会・研究報告等:17件(6件)、学会
誌等の編集責任者:5件(4件)
0附属図書館では、電子ジャーナルの収集基準等を定めた「電子ジャーナル・オンラインデータベース整備の基
本方針Jを策定し、これに基づき専門分野の電子ジャーナルのトライアルを実施して見直しを行った。

以上のように、研究体制を強化するための取組を計画どおり着実に実施したことから、 rbJと評価した。
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小項目名

生涯学習ニーズ
への対応

地域産業界との
連携

自己評価 評 価 理 由

0以下のとおり公開講座を開催するとともに、市民講座への講師派遣を行った。
①国際学部公開講座(11月開催:参加者数64名)
②情報科学部公開講座
-講演会(11月開催:参加者数38名)
-連続講義(6月、8月開催:参加者数65名)
-高校生による情報科学自由研究(7月、8月開催:参加者数24名)
③芸術学部公開講座
・一般向け
(日本菌、油絵、版画、彫刻、金属造形:7月-9月開催:参加者数100名)
.サマースクール
(日本画、油絵、彫刻、デザイン工芸:7月、8月開催:参加者数74名)
.社会人向け工芸・版画技能講座
(金工、漆、染織、版画:4月-1月開催:参加者数16名)
④シティカレッジへの講座提供(創作人間:11月開催:参加者数延べ73名)
⑤英語eラーニング講座
a I (7月-10月実施:受講者数57名、9月-12月実施:受講者数48名)
0以下のとおり公開講座の改善策を実施した。 t

b 

①芸術学部公開講座における受講者の決定方式を「抽選Jから「先着順JIこ変更し、受講者の利便性向上を図っ
た。また、広報の見直しを行い、電子メールによる申込み等、ウェブサイトを積極的に活用した。
②情報科学部公開講座(連続講義)の開催日程を見直し、前年度に受講者数の少なかった「ミニ・オープンキャン
パスJの開催国から「プレ・オープンキャンパスJの開催日に変更した。
0平和研究所の大学敷地内への移転後のスペースの一部(大手町平和ピル9階)にサテライトキャンパスを平成
25年度中に設置することにした。また、サテライトキャンパスで実施する事業内容及び運営体制に係る検討を行
い、これまでに3，000人以上の市民が受講しているr英語eラーニング講座Jや、他の市内施設で行っていた公開講
座を移設することなど、広島市の公立大学ならではの生涯学習拠点とすることについて検討を行い、 10月の設置
を決定した。

上記の取組のうち、公開講座の開催及び市民講座への講師派遣については、開催回数実績及び参加者数実績
ともに前年度(受講者数505名、開催回数9回)と同様、高い水準を保った(受講者数502名、開催回数9回)ほか、
改善した講座についても、前年度(受講者数222名)に比べ33名増加(255名)するなど、引き続き質の高い優れた
取組を実施したものとして、 raJと評価した。

社会連携センターを中心的な窓口として、企業等からの受託研究及び企業等との共同研究に取り組んだ。また、
総務省「西日本地域におけるICTを活用した協働教育の推進に関する調査研究に係る請負」事業への参画等、先
進的なICTシステムのノウハウ等を企業や地方自治体等に提供した。
【平成24年度実績:( )内は平成23年度実績】
・受託研究:①件数:16件(21件)、②研究費計:13，900干円(29，537千円)
・共同研究:①件数:14件(13件)うち1件は補助金、②研究費計:29，214千円(33，709千円)

以上のように、地域産業界との連携を強化するための取組を計画どおり着実に実施したことから、 rbJと評価した。
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小項目名

園、地方自治体
等との連携

学術機関及び研

究機関との連携

自己評価

b 

b 

5平 (面 理 由

0以下のとおり、附属機関等の委員への就任、及び講師派遣を行った。
【実績:( )内は平成23年度実績】
①広島市等の審議会委員等への就任【119機関(127機関)】
②講演会への講師派遣い6件(54件)】
0以下の実績のとおり、行政課題の解決のため、広島市やその他行政機関との共同事業を実施した。
【実績:( )内は平成23年度実績】
件数:13件(18件)、事業経費:5，945千円(17，197千円)
(内訳)⑦広島市関係分:受託研究、市政貢献プロジェクト、社会連携プロジェクト(件数:10件(13件)、
事業経費:2，700千円(12，982千円)
②その他行政機関関係分(広島県、安芸太田町、庄原観光協会、神石高原町):受託研究、社会
連携プロジェクト(件数:3件(5件)、事業経費:3，246千円(4，216千円)) 

0広島市研修センターと連携し、広島市職員の英語力養成を目的に、本学の英語eラーニングプログラムを活用
した研修を実施した。具体的研修内容としては、英語基礎力をアップするための研修(Aコース)と8月6日の平和記
念式典に参列する外国からの要人アテンドに対応で、きる程度の英語力を養成する研修(8コース)の2つを実施し、
いずれのコース参加者からも高い評価を受けた。
O 広島市及び広島市関係団体等におけるICT関連機関の委員に就任した(20機関)ほか、地域自治体及び産業
界への技術相談支援並びにイベントへのICT活用支援を行った(26件)。
0芸術学部及び芸術学研究科では、以下のように、広島市内外のみならず広島県外においても教員主導、学生
主導の地域連携プロジェクト28件(平成23年度:37件)を実施した。また、「いちだい知のトライアスロンJ関連イベン
トとして、広島県立美術館やひろしま美術館との共催により、一般市民も参加で、きる公開の講演会、対談及びギャ
ラリートークを開催したほか、蘭島閤美術館(呉市)における展覧会に収蔵作品の貸し出しを行った。
【実績】
旧日本銀行広島支庖での「すべて見せます!広島のアニメーション力展J(4月)、神石郡神石高原町での「神石高
原アートプロジェクトー仙養ヶ原シンポジウム2012J(8月、9月)、長崎県対馬市での「対馬アートファンタジア2012J
(10月、 11月)等。
O平和研究所では、以下のとおり「広島・長崎講座Jや市民向け講座への協力、平和記念資料館の展示等の学術
支援等を行った。
【実績:( )内は平成23年度実績】
①審議機関等の委員等への就任【3機関(3機関)】
②「広島・長崎講座』への協力【13講座(10講座)】
③市民向け講座への協力【15回(6回)】

以上のように、各学部等において、国、地方自治体等との連携のための取組を計画どおり着実に実施したことか
ら、 rbJと評{面しTこ。

0国際学部及び国際学研究科では、海外学術交流協定大学である西京大学(韓国)との聞で「ワンアジアシンポ
ジウムJを開催し、研究成果を叢書として発刊するなど、国内外の研究者との共同研究およびプロジェクト研究に
参加した(共同研究52件、プロジェクト研究12件)。さらに、広島市関連団体や他の自治体等が主催する公開講
座・講演等(54件)に、教員が講師として参加した。
0情報科学部及び情報科学研究科では、研究科科目として「脳情報工学実習j及び「医用画像診断支援特論Jを
開設したほか、平成23年度に続き、広島大学、広島工業大学との連携プログラム「医療・情報・工学連携による学
部・大学院連結型情報医工学プログラム構築と人材育成J(平成21年度(2009年度)文部科学省採択事業)を実施
しTニ。
0芸術学部及び芸術学研究科では、地域の美術館との連携強化の一環として、広島市現代美術館において卒
業・修了制作展を開催した。
0平和研究所では、国内外の大学及び研究機関との連携を一層強化するため、以下のとおり共同研究への学外
研究者の積極的な参画を促進した。
【共同研究会等の実施】2件、9回(平成23年度:1件、4回)
【共同研究への参画】2件(平成23年度:1件)
【ワークショップ】3件、他大学からの参加5名(平成23年度:1件、 9名)

以上のように、各学部等において学術機関及び研究機関との連携強化に向けた取組を計画どおり着実に実施し
たことから、 rbJとE平{面した。
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小項目名 自己評価 E里 由E平 {面

小中高等学校等
との連携

a 

0小学生に情報科学の先端に触れる機会を与える「ひろしまコンビュータサイエンス塾J、中高生を対象とした「芸
術学部サマースクール」などを実施し、学習意欲に富む小・中学生及び高校生に対する学習支援・教育活動を行
い、参加した児童・生徒から高い評価を得た。さらに、情報科学研究科においては、研究科教員と高等学校教員
が連携し、教員が高校に出向いて情報科学に関する一連の講義を行う体験授業を実施し、連携先高校(10校)か
ら高い評価を得た。
0広島市研修センターと連携し、広島市職員の英語力養成を目的に、本学の英語eラーニンク、プログラムを活用
した研修を実施した。具体的研修内容としては、英語基礎力をアップするための研修(Aコース)と8月6日の平和記
念式典に参列する外国から今の要人アテンドに対応で、きる程度の英語力を養成する研修(8コース)の2つを実施し、
いずれのコース参加者からも高い評価を受けた。

以上のように、小中高等学校等との連携を強化するための取組を計画どおり着実に実施し、いずれの取組も参加
者等から高い評価を得たことから、優れた取組を行ったものとしてraJと評価した。

社会連携センター

の体制整備
平成23年度終了

学部及び研究科
の「産学公民J連
携や社会貢献の

取組に対する支
援

b 

0以下のとおり、展示会への出展等の広報活動や技術相談の実施等を通じて、研究成果や知的財産等の内容を
積極的に発信するとともに、地域住民、産業界、行政等のニーズ、とのマッチングを行った。
【実績】
①インテレクチャル・カフェ開催(於:広島)
②イノベーションジャパン2012出展(於:東京)
③中園地域さんさんコンソ新技術説明会(於:東京)
④信用金庫合同ビジネスフェア(於:広島)
⑤技術シーズ、発信会(於:岡山)
⑥技術シーズ発信会(於:広島)
⑦社会連携コーディネータ一、産学連携コーディネーターによる技術相談の実施
(随時:平成24年度相談件数:75件(平成23年度相談件数:54件)
0以下のとおり、「産学公民」連携推進のためのセミナーや大学と地域住民、産業界、行政等との交流促進を目
的としたフォーラム等を開催した。また、広島市立大学の地域貢献事業発表会における広島市との連携事業の講
演について、広島市立大学の教員と広島市の関連部局の職員がそれぞれの立場から取組内容等を紹介するよう
改善した。
【実績:( )内は平成23年度実績】
①リエゾンフェスタ2012の開催
〔来場者数:約150名、 56機関(約130名、 50機関))
②広島市立大学の地域貢献事業発表会
〔来場者数:約200名市長及び両副市長来場(約210名))
orひろしま医工連携・先進医療イノベーション拠点事業(代表:広島大学)J等、学外研究機関との教育研究活動
等の支援を行った。また、「広域大学知的財産アドバイザ一派遣事業Jに参加し、知的財産に関する広域連携ネッ
トワークの構築に努めた。
0地域住民や行政等が抱える課題の解決への貢献を目的とした「社会連携プロジェクトJを学内で公募し、その取
組を支援した。
【実績:( )内は平成23年度実績】
応募件数:12件(9件)、応募総額:10，584千円(7，487千円)
採択件数:8件(8件)、採択総額:3，349千円(4，570千円)
(採択件数8件のうち、 1件 700千円は、市政貢献プロジェクトとして実施)

以上のように、学部及び研究科の「産学公民J連携や社会貢献の取組に対する支援を計画どおり着実に実施した
ことから、 rbJと評価しTこ。

研究成果、学内
資源等の活用 b 

以下のとおり、知的財産の創出に取り組むとともに、7月に教職員を対象とした知的財産に係るセミナーを開催し
た。
【実績:( )内は平成23年度実績】
特許出願:14件(14件)、商標出願:3i'牛(0件)、審査請求:1件(3件)、特許登録:5件(5件)、特許を受ける権利の
譲渡:2件(2件)

以上のように、研究成果、学内資源の活用等のための取組を計画どおり着実に実施したことから、 rbJと評価し.
Tニ。
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小項目名 自己評価 E里 由評 価

学生の育成 a 

以下のとおり、「学生による社会貢献型自主プロジェクト」事業を実施した。
【実績:( )内は平成23年度実績】
応募件数:81牛(6件)、応募総額:725千円(548千円)
採択件数:81:牛(6件)、採択総額:537千円(500千円)
※うちH牛は「学生による市政貢献プロジェクトJとして採択(100千円)

上記実績のとおり、応募件数、応募総額、採択件数及び採択総額ともに前年度実績を上回っており、学生の自主
性や問題解決能力の向上に大きく貢献したこと、また、同プロジェクトにおいて採択した事業には、地域の公民館
における日本語講座やパソコンお悩み相談室等、複数年継続している事業が多いことから、学生の育成に加え、
継続的に地域にも貢献する優れた取組を実施したものとしてraJと評価した。

海外学術交流協
定大学との人材
交流の積極的な
展開

s 

O平成24年度秋季入学試験から国際学研究科において海外の学術交流協定大学を対象とした推薦入試制度を
導入した。また、平成25年度からセンター長に専任の職員(特任教員)を置く「国際交流推進センターJを新たに設
置することとした。
011月に国連平和大学(コスタリカ)と学術交流協定を締結したほか、2月に上海大学(中国)と学生交流に関する覚
書を締結した。
また、学術交流協定校である西南大学(中国入国際関係学院(中国)と、派遣及び受入のアンバランスを解消させ
るための短期留学制度を導入した。

国際交流推進センターの設置の決定は、計画を大きく上回る本学の国際交流を推進する上での重要な取組であ
る。また、国連平和大学及び上海大学との学術交流協定等の締結は、派遣学生数増加に資するとともに、国連平
和大学との学生・教員の交流を通じて本学における平和に関する教育の推進にも大きく貢献する取組である。こ
れらを優れた取組を実施したものとしてらjと評価した。

留学生への支援
体制の充実 b 

O公益財団法人青年海外協力協会による外務省事業「アジア太平洋地域及び北米地域との青少年交流J(キズ
ナ強化プロジェクト)の、「平和構築人材育成/震災からの復興の取組を学ぶJプログラム芳、学生(ASEAN諸国
等、14名)の受入を行った。また、本学の夏期集中講座rHIROSHIMAand PEACEJ及び西京大学短期留学プログ
ラム「韓国文化・言語短期特別研修プログラムJについて、(独)日本学生支援機構の「平成25年度留学生交流支
援制度」の奨学金を申請し、前者が採択された。
O留学経験のある学生を中心に、留学生の様々なニーズ1こ応じた助言やサポートを行う「留学生アドバイザーJを
創設し、平成25年度から運用を開始することにした。

以上のように、留学生への支援体制の充実を図るための取組を計画どおり着実に実施したことから、rbJと評価し
た。

運営体制 b 

年報(公立大学法人広島市立大学の概要)を作成し、広島市公立大学法人評価委員会における基礎資料に使用
するとともに、本学ウェフ、サイトに掲載した。

以上のように、年度計画を着実に実施したことから、 rbJと評価した。

人事 平成22年度終了

事務処理 b 

0通常の全ての事務について、概要及び処理手順を示したマニュアルを作成し、事務の点検が可能になる仕組
みを構築することとし、試行的運用を行った。

O国際交流推進体制の強化、平和研究所の大学敷地内への移転による事務体制の効率化及び効率的な事務処
理等を図るため、事務組織について見直しを行った結果、以下のとおり、平成25年度に組織改正を行うことにし
Tこ。」
①国際交流推進センターの設置
②平和研究所の事務室を廃止し、総務室(教育研究支援グループ)へ移管
③f情青報科学部及び情報科学研究科で
の事務体制を一元化

以上のように、マニュアル作成による事務点検が可能となる仕組みの構築や事務組織の見直し等、効果的かっ
効率的な事務処理を行うための取組を計画どおり着実に実施したことから、 rbJと評価した。
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小項目名 E里自己評価 言平 価 由

自己収入の増加 a 

0以下のとおり収入の確保を図った。
①社会人向け工芸・版画技能講座において、当該講座の受講者を対象にした「夏期特別講座jを開始した結果、8
名が受講し、211千円の受講料収入を得た。 九

②学生寮の利用されていない駐車場の一時貸付を行い、駐車場使用料収入は前年度に比べ437千円増加した。
③自動販売機を5台増設した結果、自動販売機貸付料収入は前年度に比べ1，983千円増加した。
0業務に関する料金設定について、他大学の動向等を踏まえた検証を行い、平成25年度も同額の料金設定とす
ること!こしTこ。

上記の取組の結果に加え、学内施設貸付収入は前年度に比べ228千円増加し、総額2，859千円の収入増に結び
付いたことから、自己収入の増加に資する優れた取組を実施したものとしてraJと評価した。

管理経費の抑制 b 

0以下のとおり、省エネルギー対策の啓発及び管理経費の抑制に取り組んだ。
【取組実績】
①教職員に対して省エネルギー対策への取組の徹底を周知。
②平成25年度に終了予定であった講義棟、学生会館及び語学センターの女子トイレの照明のLED化及び擬音
装置の設置について、平成24年度で工事終了。加えて、各学部棟のホール及び女子トイレの洗面台の照明
をLED化するとともに、講堂の女子トイレへの擬音装置を設置する工事を追加実施。
③省エネルギー対策として、8月15日を事務局の夏期休業日に設定し、実施。
④節水対策として、芝生広場への散水に湧水を利用。
⑤各学部棟ホールの照明の一部をしED化。
⑥三井物産株式会社との「クラウド・コンビューテイングを活用した外灯省エネ実証実験」として外灯の一部を
LED化。
⑦省エネルギー対策として、外灯点灯時間を日没30分前から、日没と同時に変更。
⑧池の水に雨水を利用。
⑨電力の一般競争入札を行い、3か年の長期契約を締結。
0国際交流推進体制の強化、平和研究所の大学内敷地への移転による事務体制の効率化及び効率的な事務処
理等を図るための見直しを行った結果、平成25年度に以下のとおり、組織改正及び教職員の配置等を行うことに
しTこ。
①国際交流推進センターの設置に伴い、国際交流推進センター長として専任の特任教員を配置
②平和研究所の事務室を廃止し、総務室(教育研究支援グループ)に業務を移管
③国際学部及び情報科学研究科の助教に任期制を導入
④保健管理室に専任の特任教員を配置

以上のように、教育研究水準の維持向上に配慮しつつ、管理費の抑制のための取組を着実に実施したことから、
rbJとE平{面しTこ。

自己点検及び評

価に関する目標を

達成するためとる

べき措置

平成23年度終了

の
理
備
管
設
持
び
維
及
な
設
切
施
適
等

¥ 

0施設・設備を効率的に維持管理した。
【取組実績】
-8月:一部運用を開始していた電気錠の本格運用。
-3月:学内施設活用委員会において、学内施設の貸付料や実費徴収額等について検討。

b 10広島市土地開発公社が大学拡張用地として保有していた大学隣接地は、同公社の解散に伴い平成25年度か
ら広島市が保有することになった。このため、広島市と共同で検討を行い、平時は本学のセミナーハウスとして使
用し、非常時には広島市の防災拠点機能を果たす施設の整備を提案した。

以上のように、施設・設備の適切な維持管理のための取組を計画どおり実施したことから、 rbJと評価した。

安全で良好な教
育研究環境の確
保

0計6回の職場巡視の実施、メンタルヘルス講演会の開催、学内の喫煙場所の削減(約半減)に取り組んだ。
0衛生管理者の増員に向けて、衛生委員会の委員が衛生管理者試験を受験し、3名(事務局、国際学部、情報科
学研究科)が第二種衛生管理者資格を取得した。
0定期健康診断、特殊健康診断(年2回)を実施するとともに、VDT作業従事教職員健康診断を実施した。また、
教職員がストレスチェックを行うことがで、きるウェブサイトやメンタルヘルスの相談窓口を紹介した。

b 10ハラスメントの防止に関する講演会の実施、ハラスメント相談員用の対応、マニュアルの作成のほか、ハラスメン
トを受けたときの相談先等について記載した学生向けチラシの配布(新入生オリエンテーション時、学年別ガイダ

ンス時)に取り組んだ。

以上のように、安全で良好な教育研究環境を確保するための取組を計画どおり着実に実施したことから、 rbJと評
価した。
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個別項目評価 参考資料1-1

第2教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

1教育

(1 )教育内容の充実

ア全学共通教育

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

初年次教育において、多様な問題について少人数のセミナー形式
で調査研究し、討論する科目として、 r基礎演習Jを全学で実施し

科目「基礎演習Jの全学実施 b Tこ。
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
評価した。

(ア)自律的学習能力やコミュニケー
ション能力等の養成を図るため、初年
次教育において、特定の学術分野を

学生を対象とした全学共通教育に関するアンケート調査を実施し、
定めず多様な問題について少人数の

当該アンケート調査の結果に基づき、科目「基礎演習jの実施結果
セミナー形式で調査研究し、討論する

について評価を行った。また、平成25年度の「基礎演習Jの実施に
科目を開設する。

科目「基礎演習Jの実施結果の 向け、全学共通委員会委員長・副委員長が「基礎演習J担当者と
評価、科目内容の見直し b 意見交換を行い、「いちだい知のトライアス口ンj事業を積極的に活

用するなど、科目の更なる充実に向けた見直しを行った。
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
評価した。

学生に読書や美術鑑賞、映画鑑賞を通じて、専門分野を越えた幅
広い教養を身に付けさせる「いちだい知のトライアスロンJ事業を実
施したほか、「知のトライアスロンJ実施委員長と教務委員長が中
心となって情報提供をきめ細かく行うなど事業内容の充実を図つ
た。また、「いちだい知のトライアスロンJウェブサイトのリニューア
ル等による広報の強化、および学生が投稿した良質な感想レポー
トを表彰する「コメント大賞jの充実を図った。「コメント大賞Jについ
ては、選考の客観性を高めるために選考担当者を増員するととも
に、学生の参加意欲を高めるために入賞者数を7名から10名に増
やした。このような事業内容の充実により、昨年度同様、多くの学
生が本事業に参加した。
【事業実績】

.4-7月:基礎演習と連携してスタート映アッ像プ文コ化ーラスイをブ実ラ施リ

(イ)学生に、読書や分美野術を越鑑え賞た、映幅像広
.5月-1月:広島県立美術館、広島市 一、ひろ

鑑賞を通じて専門 「いちだい知のトライ内ア容スのロ見ン直」 しま美術館を会場に、教員等の解説を聞いて作品を鑑賞する出張

い教養を身に付けさせる「いちだい知
事業の実施、事業 a 講座を開催(全4回)

のトライアスロン」事業を実施する。
し .10月-1月:教養演習と連携してチャレンジコースを実施

【参加学生数】
-トライアスロン参加学生数:433名(スタートアップコース431名、
チャレンジコース2名)
(平成23年度:439名(スタートアップコース435名、チャレンジコース
4名)) 
-出張講座参加学生数:111名(平成23年度:87名)
-語学センター映画上映会参加学生数:223名(平成23年度:200
名)
-図書貸出冊数:21，366冊(平成23年度:21，547冊)
-感想レポート数:821件(平成23年度:931件)

当該取組の結果、上記実績のとおり、前年度に引き続き多数の学
生が参加したことから、 raJと評価した。



平成23年度に実施した担当教員を対象とした使用テキストに関す

率るいアと1日こン開ろケ)がーにあよト調るり判査など明(アのしンた改ケ、善ーラ事イト対項ティ象にンも者グと数力づ18名、回答者数18は名物、回答の養成について 足りな
「英語応用演習」新テキストの き、専任教員と非常勤講師
教育効果の検証結果を踏まえ b で構成される新テキスト選定委員会を設置し、平成25-27年度に
たテキストの見直し 使用するテキストの選定作業を行った。それにより、1年次用テキス

ト6冊、2年次用テキスト5冊を選定した。
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 fbJと
評価した。

平成24年度の前期及び後期の授業において、履修者を対象にそ
れぞれ事前、中問、事後にアンケート調査を実施するとともに、履
修者の受講中における学習記録データの分析を行った。その結

(ウ)外国語によるコミュニケーション
果、学習期限直前に駆け込み消化する学習者ほど不適切な学習
(問題文をきちんと読んだり聴いたりしないいい加減な学習)の発

能力の向上を図るため、外国語教育
fCALL英語集中jの改善、検証 b 

生率が高くなる傾向があることや、夏休み2ヶ月間の学習休止によ
の充実を図る。 り後期のTOEICの伸びが相対的に小さくなる傾向があることなど、

いくつかの課題が明らかになった。これらの課題については、適切
な学習ペースを保たせるための改善方法について検討することと
Lt:こ。
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 fbJと
評価した。

既存科目のfCALL英語集中J(時間割に組み込まず、講義の合間
に自由に受講)では、十分な学習効果が現われない学生が増加す

情ング報英科i学部においてfeラーニ
る傾向にあった情報科学部においてfeラーニンク、英語」を新規開
設し、時間割に組み込んで実施した。8月及び3月に平成24年度の

語」を時間割に組み込ん a 授業実践について検証を行ったところ、不適切な学習(問題文をき
で実施

ちんと読んだり聴いたりしないいい加減な学習)が大幅に減るととも
に、TOEICの伸びにもプラスの影響があることが判明した。
以上のとおり、優れた取組を実施したものとして、 faJと評価した。

全学共通系科目、外国語系科目並びに全研究科共通科目の教育
課程及び授業科目の新設及び改編に関する事項を審議する全学

全学共通教育専門委員会(仮
b 
共通教育専門委員会を5月に設置し、一般情報処理科目及び全研

称)の設置 究科共通科目等の見直しについて審議し、見直し案を作成した。

(工)全学共通教育のあり方につい ヘ 以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、fbJと
て、全学的視点から検討し、その結果 評価した。

をカリキュラム等に反映させる仕組み
を構築する。

全学共通教育に関する学生・
学生及び教員を対象とした全学共通教育に関するアンケートを7月
に実施した。

教員を対象としたアンケート調 b 以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 fbJと
査の実施

評価した。

イ特色ある教育

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

全学共通系科目である広島・平和科目5科目のうち4科目を平和研
(1) 平和に関する教育を推進するた

平和研究所の教員が全学の平
究所の教員5名が担当した。また、夏期集中講座fHIROSHIMAand 

め、平和研究所が全学の平和関連講
和関連講義等に参画 b PEACEJについて、同研究所の教員3名が担当した。

義等に積極的に参画する。 以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 fbJと
評価した。

(イ)国際性を養うため、学生が異文化に触れる機会や国際的に活躍する人材と交流する機会の充実を図る。

夏期集中講座fHIROSHをI実MA施aしnd、PEACEJについて、受講者及び教
員へのアンケート調査 、同実施委員会における当該アン

a 夏期集中講座fHIROSHIMAand 受講者アンケート結果等を踏ま ケート調査結果の検証及び意見交換を踏まえ、平成25年度講座に
えたカリキュラムの内容及び講 b おいては、カリキュラムに、次広年島度市のの講戦義後担復当興者なをど決新定しいテーマを取PEACEJの充実を図る。
義担当者の決定 り入れることとしたほか した。

以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 fbJと
評価した。
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b 平和記念式典やピースキャンプ 1月に教職員を対象として、異文化に触れることができる行事の調
(圏内外の平和記念式典参列者の 査を実施した。その後、当該調査結果に広島市が実施している関
ために大学運動場内に開設する 異文化に触れることができる行

b 
連行事の情報を加え、ウェブ、サイト及び学内掲示により学生に情

キャンプサイトをいう。)等多数の外 事の学生への情報提供 報を提供した。
国人が参加する行事への学生の積 以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 fbJと
極的な参加を促す。 評価した。

c学生が国際機関や国際的NGO
6月には国際交流協会人材事業部長、7月にはWWF(WorldWildlife 

等の国際分野の第一線で活躍する 国際的に活躍する者を講師と
Fund)の気候変動オフィサーを招いて公開国際協力講座を実施し

人材と交流する機会の充実を図 する講演会の開催 b たほか、 12月にはJICA職員による講演会を開催した。

る。
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 fbJと
評価した。

ウ学部専門教育

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

(7')学生の多様化に対応するとともに、社会で通用する実践的な能力を身に付けた学生を養成するため、学部専門教育の充実に取り組む。

学部のFD委員会が中心となり、平成23年度の卒業生を対象にし
たアンケート調査の結果を分析し、教員間で意見交換をした。8害IJ

学生・教員に対するアンケート
以上の学生が学部専門教育に満足していると回答したことから、
現行の新教育課程について大幅な見直しは行わないが、アンケー

結果の分析、課題の把握及び
b ト結果には語学教育の更なる充実を求める意見があったため、今

a国際学部では、平成19年度
アンケート結果の活用に係る検

後、英語圏の大学への短期語学研修の導入等について検討する

(2007年度)に導入した新教育課程
討

ことlこしTこ。
について、教育内容と成果に関す 以上のとおり、計画に掲げる取組を実施したことから、 fbJと評価し
る学内アンケート調査等を行い、必 た。

要に応じて見直しを行う。

卒業年次の学生を対象にした新教育課程に関するアンケートを1
学生に対するアンケート調査の

b 
月に実施した。

実施 以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 fbJと
評価した。

b情報科学部では、平成19年度
平成24年度情報科学部入学生を対象として実施したアンケート調

(2007年度)に導入した情報工学、
査の結果や各学科における学生への教育指導状況により、専門

知能工学、システム工学の三学科
医用情報科学科の新設に伴う 教育及び学生指導を更に充実させるため、医用情報科学科のー

の一括募集及び学科配属方法等
一括募集の再評価及び学科配 b 括募集については当分の間継続するとともに、平成25年度以降の

について学内アンケート調査等を
属方法の見直し 入学生については、2年次(前期)から学科に配属することにした。

行い、必要に応じて見直しを行う。
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 fbJと
評価した。

就てプ職口活f動を控えた3年次生を対象に、企業などの実務者を講師とし
て ジェクトマネジメント(企業で、の活動や問題解決のためのプロ

専門教育科目と融合したキャリ
b ジェクトを円滑に実施するための知識)についトて」を学開ぶ設キしャたリ4ア形成ア形成支援科目の開講 支援科目「企業活動とプロジェクトマネジメン J
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 fbJと

また、多様化した学生への効果的な 評価した。
教育を実現するため、 fPDCAJサイク
ルを機能させながら継続的に教育活
動の改善に取り組む。 就職・キャリア形成支援委員会委員が企業と面談を行う中で、今後

卒業生が就職した企業等にヒ
の採用方針、就職環境及び卒業生が就職している会社については

アリング、アンケート調査を実 b 
その後の活躍状況などについてヒアリングを実施した(面談企業
数:54社(平成23年度:58社))。

施
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 fbJと
評価した。

c芸術学部では、芸術の持つ社会
的役割を深く認識し、社会の中で表
現活動を実践できる素養を身に付
けさせるため、研究プロジェクトへ 【平成23年度終了】
の参画を単位認定する「造形応用
研究」の充実を図り、学科・領域を
越えた総合的な教育を行う。

内
《

U



工大学院教育

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

(7)学際的視野と国際性を身に付け 全学共通教育委員平会成専25門年委度員か会らにqおいて、新規科目の開設に向
けた検討を行い、 科学技術と倫理jを開講するこ

させるため、大学院における共通教育
新規科目の開設に向けた検討 b とlこしTニ。のあり方について検討し、大学院全研

以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
究科共通科目の見直しを行う。

評価した。

(イ)学生の多様化に対応するとともに、専門分野において優れた研究能力と実践的技能を身に付けた学生を養成するため、大学院専門教育の充実

に取り組む。

a 国際学研究科では、専門基礎科
【平成22年度終了】 レ/一一一一一一一一目の見直しを行う。

組込みソフトウェア関連科目のモヂルカリキュラムによる教育効果
について、平成23年度に受けた学識経験者等で構成する外部評

組込みソフトウェア関連科目の 価委員会の評価に基づき、「組込みシステム開発プロジェクト特

b情報科学研究科では、学部力リ
モデルカリキュラムによる教育 a 論」の講義を英語で実施するとともに、講義内容についても改善を
効果の評価、改善 行っTこ。

キュラムとの連携を図り、学習課題 上記の取組は、講義内容の充実に大きく貢献する取組みであるこ
を複数の科目を通して体系的に履 とから、 raJと評{面しTこ。

にすコ修し、ミるすおそュ。るけニのまモるケ履たプデ、修レル論シにゼカ文ョよンリン執るキテ能筆教ーュ力ラ育、シ等学ム効ヨ高会ンを果能度発提を専力表示評門、等価

大学院生及び大学院進学予定の学部生に対し語学学校の講師を
招いた実践的な集中英語研修を実施したほか、大学院生の学会

職業人に必要な能力を身に付けさ
プレゼンテーション能力、コミユ 発表等を奨励するため、学外研究活動旅費ュ等ニにケ係ーるシ補ョ助ン金能給力付等

せるため、教育内容の充実を図る。 制度を創設し、プレゼ、ンテーション能力、コミ
ニケーション能力等の強化のた a の強化を図った。
めの教育内容の充実

上記の取組は、教育内容の充実に加え、受講した学生のTOEICス
コアに改善が見られるなど優れた取組であることから、 raJと評価し
た。

c 芸術学研究科では、文化芸術の 5月、6月及び9月に、九州国立博物館における絵画、書跡、文漆4等の
保存の分野における高度な専門能 保存修復など最新の文化財研究や保存修復技術に触れ、 ヒ財

力を養成するため、保存科学財・文保化
「文化財保存学特講」の実施 b 

保存に対する理解を深める「文化財保存学特講AJを集中講義とし
財学学特に関する授業科目「文化 て実施した。
存 講」を新設し、段階的に拡充 上記のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
を図る。 評価した。

(ウ)全学的な協力体制を整備し、「平和学Jの構築を実現する。

平和学設置検討ワーキンググループにおいて、平和学の学位(博

a 平和研究所と国際学研究科が 士)授与に求められる段階的学習、論文執筆等について検討を行

連携し、「平和学jのカリキュラムを 「平和学Jの学位ム(博整士備)授与の
い、現行の国際学研究科博士後期課程のカリキュラムに、新たに

確立するとともに、『平和学Jの学位 ための力リキュラ b 国際学部教員1名、平和研究所教員6名が担当する科目を追加し

(修士、博士)を授与する。
て、「平和学」の学位(博士)授与のためのカリキュラムを整備した。
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
評{面しTニ。

b r平和学Jのカリキュラムが、留
英語による履修が可能な「平和 平成25年度から新規開講予定の科目であ1なる「「ロシア政治外交論

学生に対しても魅力あるものになる
学J科目の追加、科目内容の充 b 

1 • 1I Jについて、英語による履修が可能 平和学」関連科目とし
ょう、英語による講義の充実を図

実に係る検討
て追加し、平和学関連科目の内容の充実を図った。以上のとおり、

る。 計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと評価した。

-4-



(2)教育方法の改善

ア授業肉容及び授業方法の改善

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

7月-9月(前期)及び1月-2月(後期)に学生及び教員に対し授業
アンケートを実施した。

くアンケートの概要(アンケート対象者及び回答者は延べ人数)>
【前期:アンケート対象者数16，014名、回答者数11，818名、回答率
73.8%、受講者平均値3.9(5点満点)く参考>平成23年度前期:

学生・教員に対する授業アン
アンケート対象者数17，433名、回答者数12，120省、回答率69.5%、

b 受講者平均値3.8(5点満点)】ケートの実施
【後期:アンケート対象者数14，587名、回答者数9，913名、回答率
68.0%、受講者平均値4.0(5点満点)く参考〉平成23年度後期:
対象者数15，620名、回答者数10，462名、回答率67.0%、受講者平
均値4.0(5点満点)】

本学の教育方針に沿LづっLた教育をE内推1進 以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
し、学生の視点に基いた授業容 評価した。
及び授業方法の改善を図るため、授
業アンケートの実施、セミナー開催等
のFD活動(FacultyDevelopment:教
員の教育能力を高めるための組織的 以下のとおり、授業改善に関する研修会を開催するとともに、研修
取組をいう。)を積極的に行う。 会参加者に対し、アンケート調査を実施した。

【開催実績】
.9月:FDセミナー「初年次教育・学生支援全学研修会J(参加者
102名)

授業改善に関する研修会(FD
a 
.11月:FDセミナー「危機管理研修会J(参加者35名)

研修会)の開催 .1月:FD・SDセミナー「日常的な学生支援に役立つ知識と対応の
コツJ(参加者99名)
.3月:FD.SDセミナー「大学におけるハラスメントの防止と対策J
(参加者63名)

上記実績のとおり、参加者も多く、アンケート調査の結果、研修内
容に関する参加者の満足度も高かったことから、 raJと評価した。

イ学習環境及び学習支援体制の整備

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

9月、教員用マニュアル「学生支援の手引き2013Jを作成した。
(7)新入生の大学への適応が円滑に 当該取組は、学生支援に関する目標と基本方針や、相談窓口の
進むよう、オリエンテーションの充実を きめ細かい学習支援及び相談 案内等の一般的な項目に加え、在学中の継続的な対応を行うため
図るとともに、チューターによるきめ細 を行うための教員用マニュアル a の「学生カルテJや、相談事例の紹介等、深刻な悩みや心配事を抱
かい学習支援及び相談を行う体制を の作成 える学生に対し、よりきめ細かい学習支援及び相談を行うための
整備する。 工夫を凝らし、内容の充実を図ったものであることから、学習支援

体制の整備を目的とする優れた取組としてraJと評価した。

(イ)インターネットを通じて、時間、場
全学共通系科目及び情報科学部専門科目から各1科目、計2科目

所を選ばず、授業の補習ができるよ
う、また、学生のみならず市民に対し

について講義撮影を行い、講義資料とともにウェブサイトに掲載

ても学習機会の提供ができるよう、授
教育研究活動のデジタルアー

b 
し、学内者に向けて公開した。

業、公開講座等様々な教育研究活動
力イブ化 以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと

をデジタルアーカイブ化し、コンテンツ
評価した。

の充実を図る。

他大学のパブリックスペースの整備状況について現地調査を行

(ウ)学生が自習やグループ学習等の
い、当該調査結果に基づき本学における学生ラウンジや自習室等

ために使用することができるよう、学
自習室等のパフリックスペース

b 
の整備計画を策定したほか、喫茶室の利便性の向上のための改

生ラウンジや自習室等を整備する。
の整備計画の策定 修案を策定した。

以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
評価した。

「
町
叫



ウ成績評価システムの整備

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

(7)成績評価の厳格化と単位の実質
化を図るため、GPA(GradePoint 
Average:履修科目ごとの成績に評点
を付けて全科目の平均値を算出する 【平成22年度終了】
成績評価システムをいう。)の導入、
履修登録単位数の上限や成績評価
基準の見直しを行う。

「本果分こが芸と画野持、術が当専てに学困該るお攻部難デ卒いに課で-業てお題あfは制いRベる制評作てーこ作試価作とスデ験基品がにー運準及判用ヲ用等び明いベ修をがしたー実た異了作ス。施な制』品今をすり作は後誌、る作、教は験と日品育と、的本を評も効に画デに価果作一専、基を成検事攻準測ベし証以等る、ーを外美指にス行の術標共化っ専学と通たすす攻科認結るる・識目

方針を決定した。
また、過去数年の卒業制作及び修了研究作品の写真資料の収集
を開始し、芸術学部、芸術学研究科の優秀賞及び買い上げ作品に

(イ)芸術学部では、教育効果を測る
担当教員の講評を添えた上で公開するウェブ、サイトを開設したほ

指標とするため、課題制作作品や入 か、以下のとおり課題制作作品及び入選入賞作品の画像データ等

選入賞作品の画像データ等をデータ
データベースの作成、試験運用 b (画像及び基礎データ)の資料収集を行った。

ベース化する。
【資料収集実績】
平成24年度の各専攻や分野の課題制作作品及び入選入賞作品
の画像データ等の資料収集
(平成24年度の集積課題作品データ数(画像及び基礎データ)の
内訳:学部計:1，929点、研究科計:109点、総計:2，038点)

く参考〉の平内成訳2:3学年部度計の:集積課題作品データ数(画像及び基礎
データ)(J) IÃJ~: ~$~t: 2，048点、研究科計:99点、総計:2，147点

以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
評価しTこ。

「

p
h
u
 



(3)積極的な広報と学生の確保

ア積極的な広報

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

(ア)ホームページの内容の充実を図 レ/るとともに、管理及び運用のための 【平成22年度終了】
ルールを整備する。

オープンキャンパス、高校進路
大学に対するイメージについてのアンケート調雀し査たをプ、レ5月・オにー開プ催ンし
た高校進路指導担当教員説明会、 6月に開催

指導担当教員説明会等におけ b キャンパス、8月に開催したオープンキャンパスにおいて実施した。
るアンケート調査の実施 以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと

評価した。

(イ)オープンキャンパスお、高い校て進、高路校指
導担当教員説明会等に
生、高校進路指導担当教員、保護者 大学に対するイメージについてのアンケート調査の結果等を踏ま
等にアンケート調査等を行い、その分 え、公立大学である本学の堅実なイメージを保ちながら、教員や学
析結果を広報活動に反映させる。 生の特色あるユニークな活動を県内外の学生・保護者等に幅広く

アンケート結果の分析、分析結
PRするため、次年度版の大学案内をリニューアルするとともに、本

b 学の教育研究活動を幅広くマスコミりに取り上げてもらうため、新聞果の広報活動への反映
社などへの情報提供について、よ効果的な方法を探る検討を
行った。
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
評価した。

(ウ)大学院案内の内容を見直すとと
【平成23年度終了】

もに、英語版を作成する。

本学のイメージに対するアンケートでは、公立大学であるということ
から「まじめ」といったイメージが比較的浸透していることが判明し
た。一方で、本学としては国際、情報、芸術、そして平和といったユ
ニークな学部、研究所構成がアピールのポイントになることから、
平成24年度に作成したコミュニケーション・マーク、タグラインに加

ブランドイメージ戦略の構築 b えて、受験生、保護者、企業など対象別にセールスポイントを表す
文言を組み合わせた独自の広報ツールにより、今後、「まじめでユ
ニークな大学Jとしての広報戦略を学内外に強力に打ち出すことを

(工)地域住民、受験生、在学生等に 基本方針とした。
対するアンケート調査等から本学に対 以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
するイメージ分析を行い、ブランドイ 評価した。
メージ戦略を構築するとともに、タグラ
イン(広告等で用いるキャッチフレーズ、
をいう。)、シンボルデザイン等を作成

学長指定研究「本学のコミュニケーションマークマニュアル策定とする。
大学オリジナルグッズ、の開発」において、コミュニケーションマーク
を作成したほか、当該コミュニケーションマークの作成に合わせて

シンボルデザイン等の作成 a 
タグラインの見直しを行うとともに、コミュニケーションマークをモ
チーフにした本学オリジナルク、ツズ、の制作に係る検討を行い、試作
晶を作製した。
当該取組は、策定したコミュニケーションマークを活用した積極的
な広報に繋がる優れた取組であることから、 raJと評価した。

-7-



イ学生の確保

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

(7)社会人学生について、修学年
限、授業料等学生納付金を柔軟に設

【平成23年度終了】
定できる制度を導入し、社会人が履修

しやすい環境を整備する。

(イ)国際学研究科では、優秀な留学
海外学術交流協定大学の学生を対象とした推薦入試を、 6月及び2

生を確保するため、海外学術交流協 海外学術交流協定大学の学生
b 
月に実施し、西南大学(中国)から1名、西京大学(韓国)から1名

定大学の学生を対象とした推薦入試 を対象とした推薦入誌の実施
が合格した。

を実施する。
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから rbJと
評価した。

以下のとおり、大学院ガイダンスの充実及び芸術資料館における
作品展示を実施した。
【開催実績】

-随時:進学希望学生を対象とした随時担当教員によるガイダンス
(日本画・油絵・彫刻専攻)

.7月:学部学生を対象としたプレ修了制作作品のプレゼンテーショ
ン(造形計画専攻)
.10月:大学院進学ガイダンス(日本画専攻)

(ウ)芸術学研究科では、大学院進学
.11月:博士前期課程芸術理論研究分野説明会

者を確保するため、大学院の教育研 大学院ガイダンスの充実及び
.12月:r展示演習J(大学院生の展示を学部生に見せる)(日本画

究や大学院修了後の進路等について 芸術資料館における作品展示 b 
専攻)

のガイダンス、大学院研究成果の発 の実施
芸1①②月術68月月学資「「部料新卒館3収業年に蔵・生修お作に了け品対優る展象作秀』と品作し展品た示展、進JIこ路お・進学説明会(彫刻専攻)表展示会の開催等の取組を進める。

修 いて博士前期・後期課程の

大③④学13院月月生の作品を展示
「博士本申請審査作品展」
「第15回卒業・修了作品展」において博士前期・後期課程

の大学院生の作品を展示

上記実績のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから
rbJとE平{面しTニ。
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(4)教育実施体制の整備

ア教職員の配置等

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

(ア)大学の教育目標を実現するた

/ め、全学的かつ中長期的視点から教
【平成23年度終了】

職員を戦略的かつ機動的に任用し、
配置する。

平成23年度に制定し、 24年度から施行した「広島市立大学ティーチ
ング・アシスタント実施要領JIこ基づき、全学部・研究科を対象に科|

TAの全学部・全研究科への導
b 
目担当教員にTA配置の要望を調査し、要領に定める基準を満た

入 す科目lこTAを配置した。

(イ)学生の多様化に対応したきめ細 以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと

かい教育を実施するため、ティーチン 評価した。

グアシスタント(大学院生が教育の補
助を行う制度をいう。)、リサーチアシ
スタント(大学院生が研究の補助を行 教員の研究補助を目的とするRA(リサーチアシスタント)制度の導
う制度をいう。)等の教育支援体制を 入に当たって、本学の既存の教育研究補助制度であるティーチン

整備、拡充する。 グ・アまシ芸ス術タン学ト部、実習補助員、非常勤助教(実習補助員と非常勤
RAの導入等に係る検討 b 助教l 及び芸術学研究科の制度)との整合性について

整理・検討した。
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
評価した。

イ教育環境の整備

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

6月及び12月に、附属図書館及び語学センターにおいて映画上映
(ア)学生の多様なニーズ等に的確に 会を共同で開催したほか、 6月に芸術資料館において開催した「新
対応するため、各附属施設問の連携 収蔵作品展J及び10月に開催した「収蔵作品展ー華麗なる工芸の
を強化し、情報共有、施設及び設備の イベントの共同開催 a 世界一Jでは、附属図書館がiPad端末を貸し出し、芸術資料館が
共同利用、イベントの共同開催等に取 作品の解説等に関するコンテンツを提供することにより、来場者の
り組む。 作品鑑賞を支援した。

以上のとおり、優れた取組を実施したことから、 raJと評価した。

(イ)すべての講義室において視聴覚
【平成23年度終了】 / 教材が使用できる環境を整備する。

(ウ)平和研究所の教育への参画、平 1月、平和研究所の大学敷地内(情報科学部棟別館)への移転を
和研究所と各学部及び研究科との連 平和研究所の大学敷地内への

a 
完了した。

携を強化するため、平和研究所の大 移転の検討 以上のとおり、計画で当初「検討Jとしていたところ、移転先への移
学敷地内への移転に取り組む。 転を完了したことから、 raJと評価した。

ウ芸術情報の利用環境の整備

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

新たに作成した芸術資料館の新収蔵作品8点の画像及びデータを
ウェブサイトに掲載し、芸術資料館収蔵作品データベースのコンテ
ンツを充実させるとともに、研究・教育への活用等のため、増村益

(ア)芸術資料館の所蔵品をデータ
城作「乾漆洗朱菊花盤J等25点の工芸作品について高密度デジタ

ベース化するなど、芸術情報を有効に
ル画像撮影を行った。また、次年度以降も継続して収蔵作品のコン

利用することができる環境を整備す
所蔵品のコンテンツの充実 b テンツ充実を図ること及び収蔵作品について、研究・教育に資する

ものであって緊急を要するもの(実技授業に用いるもの及び劣化
る。

が認められるもの)を優先して高密度デジタル画像撮影を行い、
アーカイブ化する方針を決定した。
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJ
と評価した。

(イ)学生に専門分野を越えた幅広い
5月以降2回にわたり「いちだい知のトライアスロンJ関連イベントと

教養を身に付けさせるため、芸術資料
して、広島県立美術館、ひろしま美術館との共催による講演会等を

館の企画等による美術鑑賞事業を実
美術鑑賞事業の実施 b 実施した。(参加者80名(学生28名))。

以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
施する。

評価した。
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2学生への支援

(1 )学習支援

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

9月、教員用マニュアル「学生支援の手引き2013Jを作成した。
新入生の大学への適応が円滑に進む 当該取組は、学生支援に関する目標と基本方針や、相談窓口の
ょう、オリエンテーションの充実を図る きめ細かい学習支援及び相談 案内等の一般的な項目に加え、在学中の継続的な対応を可能と
とともに、チューターによるきめ細かい を行うための教員用マニュアル a するための「学生カルテiや、相談事例の紹介等、深刻な悩みや心
学習支援及び相談を行う体制を整備 の作成 配事を抱える学生に対し、よりきめ細かい学習支援及び相談を行
する。(再掲) うための工夫を凝らし、内容の充実を図ったものであることから、学

生の学習支援を目的とする優れた取組としてraJと評価した。

/、

(2) 日常生活支援

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

学生が、自習やグループ学習等を行うための空間整備計画及び
喫茶室の改修案を策定したほか、学生会館内の既存底舗につい

学生会館の利便~iE性の向上及び
て検証を行い、学生、教職員のニーズに応えることができるよう庖

学生の日常生活を支援するため、学
既存庖舗の検並びに大学周

舗の配置変更を含めた検討を行うこととした。また、大学周辺への
生会館の機能の拡充、大学周辺への

辺への庖舗誘致可能性に係る b 庖舗誘致について検討を行ったが、当面実現可能性が見込めない
庖舗の誘致等に取り組む。

検討
ため、施設面での学生の日常生活支援については、学生会館の
見直しにまず取組むこととした。
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
言平{面しTこ。

(3)健康の保持増進支援

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

学生の心身の健康のi室保及持び増学進生を相図談る
ため、教職員と医務
室との連携を強化するとともに、力ウ

【平成23年度終了】
ンセラーによる相談時間を増やすな
ど、医務室及び学生相談室の機能を
拡充する。

(4)就職支援

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由
‘ 

就職指導・支援体制を強化するため、就職支援グループにキャリ

ア教職員が連携して個々の学生の
ア・カウンセリングに関する資格を有する就職相談員(1名)を新た

資質、希望を的確に把握し、指導する 就職指導・支援体制の整備 a 
に配置した。

体制を整備する。
当該職員の配置により、就職相談を受けた学生の数が前年度(882
名)に比べ16%(143名)増加したことから、よりきめ細かな相談体制
を整備したものとして、 raJと評価した。

事前登録した学生に発信する各種セミナー・ガイダンスの周知方
イ卒業生による就職セミナー等学生 法の見直しを行い、登録率が低い情報科学部の学生について、就
に対する就職支援事業の企画内容を 就職関連情報の学生への提供

a 職活動が活発になる3年次生を全員登録させた。工夫するとともに、学生に対してよりき 方法の見直し 当該取組の結果、セミナー・ガイダンスへの参加学生数が前年度
め細かい就職関連情報を提供する。 (428名)Iこ比べ大幅に増加した(645名)ことから、優れた取組を

q=rったものとして、 raJと評{面した。

(5)課外活動支援

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

学生が主体となって取財り、大組政学ん的祭で支い実援る行の大委拡学員充祭会にへへつののい支後て援援関にういて、更学生のクラブ及びサークル活動、ボラ なる内容充実のため、 係団体等に
ンティア活動、自主的な研究、創作及 課外活動支援制度の見直し、

b 
働きかけを行った結果 後援会からの補助

び発表活動を奨励し、支援するため 制度の充実 金の額が50万円増額された。
の制度の充実を図る。 以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと

評価した。
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(6)経済的支援

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

成績優秀で、かつ他の学生の模範となる学生に奨学金を給付する

優秀な学生に対して授業料を減免す
「特待生制度Jrこ関する規程を整備し、平成25年度に導入すること

特待生制度の検討 a とした。るなどの特待生制度を導入する。
以上のとおり、計画では制度の検討までとしていたが、導入まで進
んだことから、優れた取組を行ったものとしてら」と評価した。

(7)留学生支援

中期計画(平成22年度~平成27年度) .年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

入居期間が短期であり、民間アパートへの入居が困難である海外
学術交流協定大学からの留学生を優先して、学生寮文は留学生

留学生の民間アパートへの入
b 
会館への入居を斡旋するとともに、その他学生寮等に入居できな

居あっせん い留学生については、民間アパート等の賃貸情報を紹介した。
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと

留学生の宿舎を確保するため、学生 評価した。
寮及び教員住宅の有効活用を図ると
ともに、独立行政法人日本学生支援
機構の留学生借り上げ宿舎支援事
業、財団法人日本国際教育支援協会

機関補償制度の導入について検討し、広島県留学生活躍支援セ
の留学生住宅総合補償制度等の活

ンターによる機関補償制度に加入するとともに、留学生及び教員
用を進める。 への情報提供を行ったほか、国際交流の活性化に伴い今後増加

機関補償制度の導入 b 
する受入留学生の宿舎を適切に確保するため、現行の機関保証
制度による対応に加え、留学生宿舎の整備について検討を行うこ
ととした。
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
評価しTこ。
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3研究

(1)研究活動の活性化と成果の普及

ア研究活動の活性化

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

4月、者修サを期パ決間子定イ中カしにルたお制ほけ度かるを、海研導外修入旅者す行のる保負と険と担も費軽に用減、支学を給図内要るに領たて』め募を、集制『を行い、(1)教員の研究活動を奨励するた 研修 学外長
め、サバテイカル制度(教員が一定期

サパティ'力ル制度の導入 b 
期研 定し、制

間研究に専念する研修制度をいう。) 度の充実を図った。
を導入する。 以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、fbJと

評価した。

10月に全教員を対象に外部資金獲得研修会を開催した。
【外部資金申請率等実績:申請率64.2%(63.1%)、採択率

(イ)科学研究費補助金等外部資金の 54.7%(48.8%)、は獲平得成金2額3年(間度接実経績費】を含む。)129，220千円(117，974
外部資金獲得研修会の開催 a 千円)※() 申請率、採択率の向上を図る。

上記実績のとおり、申請率、採択率及び獲得金額ともに前年度の
実績を上回ったため、優れた取組を行ったものとして、faJと評価し
Tこ。

(ウ)外部資金を含めた研究費を弾力

/ 一一一一一一的かつ効果的に執行するための制度 【平成22年度終了】
を導入する。

(工)国際学部及び国際学研究科で

/ は、研究活動における学内外との連

携を強化するため、客員電ス研ペ究ー員スや主共 【平成22年度終了】
同研究者のための研究 を確
保する。

(オ)情報科学部及び情報科学研究科
では、社会へ発信する知的財産を効 専攻を越えた共同研究や学外との共同研究、社会連携、外部資金

率組ズジェむに的ウ適べにト創合き研基出し究た盤すに先的る対端た研し的め究、研・、及革大究び新学費時的と等代しなをてのプ重取ニロ点り

獲得を促進する研究に対し、教員研究費の一部を重点的に配分し
た(社会連携関係(6件):3，855千円、外部資金関係(1件):200干

プロジェクト研究、共同研究に
b 
円)。

対する教員研究費の重点配分 く参考>平成23年度実績(社会連携関係(6件): 4，951干円、外部
的に配分する。また、専攻を越えた共 資金関係(4件):500千円、共同研究(5件):300千円)
同研究や学外との共同研究に対し、 以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、fbJと
教員研究費の一部を毎年度重点的に 評価した。
配分する。

科学研究費補助金及び財団助成金等の外部資金を活用し、教員
による展覧会活動、論文発表及び講演会活動等の研究発表(研究

外部資金の獲得による研究発
発表件数:54件(平成23年度:57件))や学生による展覧会発表(研

表活動の促進 b 究発表件数:4i'牛(平成23年度:7件))を行った。
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、fbJと
評価Lt:こ。

(力)芸術学部及び芸術学研究科で 以下のとおり、教員・学生による展覧会の開催等の研究発表活動
は、展覧会の開催等の研究発表活動 を行った。
を積極的に推進する。 【活動実績】※()肉は平成23年度実績

-教員による学内特定研究費による展覧会活動、論文発表、講演
教員・学生による展覧会の開催 会活動等の研究発表件数:7件(18件)
等の研究発表活動の積極的な b -教員による自主的な個展、グループ展、講演会活動等の研究発
推進 表件数:143件(146件)

-学生による自主的な個展、グループ展等の研究発表件数:74件
(94件)
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、fbJと
評価した。

研究会、市民講座及び研究フォーラムを開催し、プロジェクト研究
等への学外の研究者の積極的な参画を促進した。

(キ)平和研究所では、研究活動の活
【開催実績】
研究会(計9回)

性化を図るため、プロジェクト研究等
学外研究者の受入促進 b 市民講座(計8回)への学外の研究者の積極的な参画を

研究フォーラム(2回)
促進する。

他機関からの参加人数計:11名

以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、fbJと
評価した。
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イ研究成果の普及及び還元

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

3月に、国際学部の教員8名、情報科学研究科教員1名、芸術学部
教員1名、同非常勤講師2名、国際学研究科修了生1名の共著によ

(ア)国際学部及び国際学研究科で り学部叢書シリーズ、第5巻「、Japan's 3/11 Disaster as Seen from 
は、研究成果普及の一環として平成

国際学部叢書の年次刊行 a 
Hiroshima -A Multidisciplinary Approach-Jを発刊した。

20年度(2008年度)に創刊した国際学 当該取組は、国際学部の叢書発刊に、情報科学部、芸術学部、非
部叢書を定期的に刊行する。また、学 常勤講師及び研究科修了生が参加したことにより内容が多彩にな

内競争的資金である特定研究費を活 り、大学による研究成果の普及に大きく貢献したことから、優れた

用した共同研究の促進を図り、その成 取組を行ったものとしてraJと評価した。
果を国際学部叢書として刊行する。さ
らに、関学以来刊行しているジャーナ
ル「広島国際研究Jをホームページで

12月に刊行した学部紀要「広島国際研究J(第18巻)のうち、採択
公開し、幅広く研究成果を社会に還元

論文について、紀要の刊行に合わせて大学リポジトリサイトを通じ
する。 「広島国際研究」のホームペー

ジ公開 b て公開した。
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
評価した。

インテレクチャル・カフェ広島やリエゾンフェスタ2012等の研究公開

研究公開イベントへの出展 b 
イベントへの出展を行った(出展件数59点(平成23年度:65件))。
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
評価した。

(イ)情報科学部及び情報科学研究科
では、研究公開イベントへの出展、特

JST(独立行政法人科学技術振興機構)、 NICT(独立行政法人情許出願、企業からの技術相談、共同
研究等を通じて研究成果を社会に普 報通信研究機構)、 SCOPE(戦略的情報通信研究開発推進制度:

及し、還元する。 総務省の情報通信技術(lCT)分野の研究開発における競争的資

特許成出願、共同研究を通じた研 金制度)等国のプロジェクトの受託研究、共同研究を実施したほ
究 果の社会への普及・還元 a 

か、研究成果に係る特許出願等の手続きを行った。
当該取組の結果、特許・商標登録に関連する手続件数の総数(25
件)が多く、研究成果の社会への普及・還元に大きく貢献したこと
から、 raJと評{面しTこ。

4月から計4回にわたり、芸術資料館において卒業制作優秀作品の

(ウ)芸術学部及び芸術学研究科で
展示会、大学院研究成果の発表展示会を開催した(入場者数計

は、芸術資料館において卒業制作優
芸術資料館における卒業制作 1，319名)。

秀作品の展示会、大学院研究成果の
優秀作品の展示会、大学院研 b く参考>平成23年度計実画績に.計10回、 2，773名

発表展示会の開催等を行う。
究成果の発表展示会の開催 上記実績のとおり、 掲げる取組を着実に実施したことから、

rbJと評{面しTこ。

教シ数したン員:3連ポの0続ジ人出市ウ)版等ム民活を講(動参通座加(じ出(者計、版学8数点回術:数、1研8参:06究人加点成)者)、や果数研、の究57~2社フ06ォ人会月ー)へ及、ラ7のびム月積1(に0計極~開2的1催園1な月、し参普たに開催国際

(工)平和研究所では、学術研究成果
加者

を大学教育に反映させるとともに、出
出版活動や公開講座、シンポ 普及を

版活動や公開講座、シンポジウム、講
ジウム、講演会、紀要、ニュー

b 
図った。

演会等を通じ、その成果の社会への
ズレター等を通じた学術研究成 以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと

積極的な普及を図る。
果の社会への積極的な普及 評価しTニ。

く参考>平成23年度実績
教員の出版活動(出版点数:6点)、連続市民講座等(計12回、参
加者数:1，265人)

博士論文等の機関リポジトリ登録を実施した。

【登録実績:( )内は平成23年度実績】

(オ)附属図書館では、教員の研究成
論文 8件(20件)

果、博士論文等を機関リポジトリ(大
博士論文 2件(1件)

学等の研究機関が研究成果を電子 博士論文等の機関リポジトリ登
紀要 f5件(9件)

データとして集積し、保存し、公開する 録の実施 b 会議発表論文 21件(19件)

ためのシステムをいう。)により公開す
一般記事 2件(2件)
ニューズ、レター他 56件(10件)

る。
計 104件(61件)

以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
評価した。
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(2)研究体制の強化

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

ア「産学公民j連携につながる研究 / を推進するため、社会連携センターに 【平成22年度終了】
プロジェクト研究推進室を設置する。

イ研?構究築費すをる戦。略的に配分できる仕組
み:を

【平成22年度終了】 ~ 一一一一一一一一以下のとおり、原爆や核に関する諸問題を扱う学会における研究
員活動を促進した。

ウ平和研究所では、被爆体験の思
日本軍縮学会、日本平和学会

【実績:( )内は平成23年度実績】
想化や原爆投下による広島、長崎の 著書・論文の発表:計20件(計10件)
被害の問題等核兵器に関する諸問題

等、原爆や核に関する諸問題
b 科学研究費補助金の獲得:5件(5件)

の研究を重点研究領域とした研究体
を扱う学会における研究員活

学会・研究報告等:17件(6件)
制を強化する。

動の促進
学会誌等の編集責任者:5件(4件)

上記実績のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから
rbJとE平{面しTこ。

図書館運営委員会において電子ジャーナル等の収集基準等を定

電子ジャーナル等の収集方針
めた「電子ジャーナル・オンラインデータベース整備の基本方針jを

b 12月に策定した。の策定
以上のとおり、計画に掲げる取組みを着実に実施したことから、

エ附属図書館では、研究における利 rbJと言平{面しTこ。
便性を向上させるため、専門分野の
電子ジャーナルやデータベースの充
実を図るとともに、データベース横断

「電子ジャーナル・オンラインデータベース整備の基本方針」に基づ
検索ソフト等を計画的に導入する。

収集方針に基づく専門見分直野しの
き:専門分野の電子ジャーナル等の見直しを行い、トライアルを実

電子ジャーナル等の b 施した。
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
評価Ltニ。
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4社会貢献

(1 )生涯学習ニーズへの対応

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

以下のとおり公開講座を開催するとともに、市民講座への講師派
遣を行った。

①国際学部公開講座一時〈一世界の人々の経門
たちが学ぶことーJ(11月18日開催-参加者数64名)
②情報科学部公開講座
-講演会(11月7日開催:参加者数38名)
-連続講義(6月、8月開催・参加者数65名)
-高校生による情報科学自由研究(7月、 8月開催:参加者数24
名)
③芸術学部公開講座
-一般向け(日本画、油絵、版画、彫刻、金属造形:7月-9月間
催:参加者数100名)

公開講座の開催、市民講座へ
a 
-サマースクール(日本画、油絵、彫刻、デザイン工芸:7月、8月

の講師派遣 開催:参加者数74名)
-社会人向け工芸・版画技能講座(金工、漆、染織、版画:4月-1
月開催:参加者数16名)
④シティカレッジへの講座提供(創作人間:11月開催:参加者数延

ア市民の生涯学習ニーズに対応す ベ73名)
るため、公開講座の開催、市民講座 ⑤英語eラーニング講座(7月-10月実施:受講者数57名、9月-12
への講師派遣等に積極的に取り組 月実施:受講者数48名)
む。また、リカレント教育(社会人が大
学院等で高度な知識、技能を習得す 受講者数計502名(平成23年度:505名)
るための教育をいう。)を推進するた 開催回数計9回(平成23年度:9回)
め、社会人講座等の充実を図る。

以上のとおり、開催回数実績及び参加者数実績ともに多く、市民の
生涯学習ニーズへの対応に大きく貢献したことから、 raJと評価し
た。

公開講座の改善について検討し、以下のとおり改善策を実施した。
①芸術学部公開講座における受講者の決定方式を「抽選」から
「先着順JIこ変更し、受講者の利便性向上を図ったほか、講座開催
の周知について見直しを行い、講義風景の画像の追加や電子メー

改善策の検討・実施 a 
ルによる申込み等、ウェブサイトを積極的に活用した。
②情報科学部公開講座(連続講義)の開催日程を見直し、前年度
に受講者数の少なかった「ミニ・オープンキャンパス」開催日から
「プレ・オープンキャンパス」開催日に変更した。
当該取組の結果、前年度に比べ受講者数が計33名増加した(計
255名)ことから、優れた取組を行ったものとして、 raJと評価した。

平和研究所の大学敷地内への移転後のスペースの一部(大手町
平和ピル9階)にサテライトキャンパスを平成25年度中に設置する
ことにした。また、サテライトキャンパスで実施する事業内容及び、運

イ休日、夜間に市民向けの講座等を 営体制に係る検討を行い、これまでに3，000人以上の市民が受講し
開催するため、平和研究所等の施設 サテライトキャンパスの設置に

a 
ている「英語eラーニンク、講座」や、他の市内施設で行っていた公開

を活用し、市中心部にサテライトキャ 係る検討 講座を移設することなど、広島市の公立大学ならではの生涯学習
ンパスを設置する。 拠点とすることについて検討を行い、 10月の設置を決定した。

以上のとおり、計画では検討までとしていたところ、設置を決定する
にまで至ったことから、優れた取組を実施したものとしてraJと評価
した。

一
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(2) r産学公民」連携の推進

ア地域産業界との連携

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

社会連携センターを中心的な窓口として、企業等からの受託研究
及び企業等との共同研究に取り組んだ。
【実績:( )内は平成23年度実績}

(ア)社会連携センターを中心的な窓
-畏託研究 ②②①①研研件件究究数数費費1I 6件(21件)ロとして、企業等からの受託研究及び

受託研究・共同研究の推進 b 
計:13，900千円(29，537千円)

企業等との共同研究に積極的に取り -共同研究:(lWt:.ft: 14件(13件)うち1件は補助盆
組む。 計:29，214千円(33，709千円)

※金額は直接経費のみ
上記実績のとおり、受託研究・共同研究の推進に着実に取り組ん
だことから、 rbJと評{面しTこ。

ー〆

(イ)先進的なICTシステムの構築によ
総務省「西日本地域におけるICTを活用した協働教育の推進に関

り蓄積されたノウハウ等を、技術相談
する調査研究に係る請負J事業に係る協議会への参画等により、

や技術支援等を通じて企業や地方自 技術相談支援等の推進 b 
先進的なICTシステムの構築により蓄積されたノウハウ等を企業や

治体等に提!ー供ダしー、シ高ッ等プ教を育研究機関
地方自治体等に提供した。

としてのリ 発揮する。
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
評価した。

イ園、地方自治体等との連携

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

以下のとおり、附属機関等の委員への就任、及び講師派遣を行つ
Tニ。
【実績:( )肉は平成23年度実績】
-広島市等の審議会委員等への就任【119機関(127機関)】
〔学長・副学長等:16機関(16機関)、国際学部:25機関(25機

附属機関等の委員への就任、
b 関)、研情究報所科:学i:機部関:3(87機楊関(42機関)、芸術学部:33機関(37機関)、講師派遣 平和 機関))
-講演会への講師派遣い6件(54件)】
〔国際学部:11件(15件)、情報科学部:12件(33件)、
芸術学部:13件何件))

(ア)附属機関等の課題委の員解へ決のや就人任材、講育
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと

師の派遣、行政課 E平{面しTニ。
成等のための共同事業の実施等によ
り、園、地方自治体、特に広島市との
連携強化に取り組む。

以下のとおり、広島市その他行政機関との共同事業を実施した。
【実績:( )内は平成23年度実績】
件数:13件(18件)、事業経費:5，945千円(17，197千円)

(内訳) ①広島市関係分:受託研究、事市業政経貢費献:プ2，ロジェクト、社会
行政課題の解決、人材育成等

b 
連携プロジェクト(件数:10件(13件)、 700千円(12，982

のための共同事業の実施 千円)②その他行政機関関係分(広島県、安芸太田町、庄原観
光協会、神石高原町):受託研究、社会連携プロジェクト(件数:3
件(5件)、事業経費:3，246千円(4，216千円)実) 
上記実績のとおり、計画に掲げる取組を着 に実施したことから、
rbJとE平{面しTニ。

9月から広島市研修センターと連携し、ン広グ島プ市ロ職グ員でを対象に英語力
養成を目的とした本学の英語eラーニ ラムを活用した研

修を実施した。具体的研修内6日容のと平しては、英語基礎力をアップする
ための研修(Aコース)と8月 和記念式典に参列する外国か
らの要人アテンドに対応できる程度の英語力を養成する研修(8

(イ)広島市職員、小中高等学校教員 コース)の2つを実施しており、いす、れのコース参加者からも高い評
等を大学院生、研究員等として受け入 広島市職員等を対象とした研

a 
価を受けた。

れるなど、広島市職員等の研修機関 修の実施 【実績】
としての役割を積極的に果たす。 -実施期間 9月30日-2月15日

-研修受入人数 23人(当初予定20名程度)
当該取組は、広島市職員等の研修機関としての役割を果たすとと
もに、広島市の取組に合わせた研修コースを設けるなど多彩な研
修内容にしたことから、優れた取組を行ったものとして、 raJと評価
1..，1:ニ。
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以下のとおり、「広島・長崎講座」や市民向け講座への協力、平和
記念資料館の展示等の学術支援等を行った。

(ウ)財団法人広島平和文化センター 【実績:( )内は平成23年度実績】
と連携し、「広島・長崎講座jや市民向

「広島・長崎講座jや市民向け
①②③市審『広議民島機向・関等の委員等への就任【3機関(3機関)】

け講座への協力、平和記念資料館の
講座への協力、平和記念資料

a 長崎講座Jへの協力【13講座(10講座)】
館の調査や展示等への学術支

展示等への学術支援等を行うなど、
援等

け講座への協力【15回(6回)】
平和の推進に貢献する。

上記実績のとおり、市民向け講座への協力回数が前年度実績を
大きく上回るなど、平和の推進に大きく貢献したことから、 raJと評
価した。

5月以降2固にわたり、「いちだい知のトライアス口ンJ関連イベントと

(エ)財団法人広島市文化財団と連携
して、広島県立美術館文は、ひろしま美術館との共催により、一般

し、広島市現代美術館との共同事業
市民も参加できる公開の講演会、対談及びギャラリートークを開催

を行うなど、広島市の芸術振興に貢
地域美術館との連携 b したほか、4月には、蘭島閣美術館(呉市)における展覧会に収蔵

作品の貸出を行った。
献する。

以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
評価した。

広島市及び広島市関係団体等におけるICT関連機関の委員に就
任した(20機関)。

ICT関連機関への委員就任 b く参考>平成23年度実績:13機関
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
E平{面しTこ。

総務省「西日本地域におけるICTを活用した協働教育の推進に関

(オ)財団法人広島市産業振興セン する調査研究に係る請負J事業!こ係る協議会への参画、各種ICT

ターと連携し、ICTをはじめとした様々 ICT関連講演会への講師派 b 
講演会への講師派遣を行ったほか、ソフトバンクモバイル株式会

な分野での技術支援を行い、広島市 遣、共同事業の実施 社とのWi-Fi設備の共同利げ用るに関する共同研究等を行った。

の産業振興に貢献する。 以上のとおり、計画に掲 取組を着実に行ったことから、 rbJと評
価した。

地域自治体及び産業界への技術相談支援並びにイベントへのICT
地域自治体や産業界への技術 活用支援を行った(26件)。
相談支援、イベントへのICT活 b く参考〉平成23年度実績:50件
用技術支援，，~ 以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと

評{面しfニ。

芸術学部及び芸術学研究科では、以下のように、広島市内外のみ
ならず広島県外においても教員主導、学生主導の地域連携プ口
ジェクト28件(平成23年度:37件)を実施した。

(カ)地域;術社プ会ロジ等ェとク連ト携をし積、極地的域I展開
【実績】

地域展開型の芸術プロジェクト 旧日本銀行広島支庖での「すべて見せます!広島のアニメーショ
型の芸 こ推進

の実施 b ンカ展J(4月)、神石郡神石高原町で、の「神石高原アートプロジェク
する。

トー仙養ヶ原シンポジウム2012J(8月、 9月)、長崎県対馬市での
「対馬アートファンタジア2012J(10月、 11月)等。
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
評価した。
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ウ学術機関及び研究機関との連携

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

圏る参内(外考共の〉同研平研究成究者2532と年件共度、同プ実研ロ績究ジ(共ェ、ブヲ同トロ研研ジ究究ェ6ウ132件卜件研、)プ究。ロをジ引き続き実施して
共同研究、プロジェクト研究等

い

b く 実 究 ェクト研究17件)
への参画の推進

以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
評価した。

(ア)国際学部及び国際学研究科で
は、国内外の研究者との共同研究や

学術交流協定大学であ著る西に京よる大学(韓国)と連携し、「ワンアジアシプロジェクト研究等への参画を推進す
るとともに、研究交流を通じて、海外 研究交流を通じた海外学術交 b 

ンポジウムJの開催、共 叢書の刊行を行った。

学術交流協定大学との連携強化に取 流協定大学との連携強化 以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと

り組む。また、関係機関と連携し、公 評価した。

開講座やインターンシップ等の充実を
図る。

広島市関連団体や他の自治体等が主催する公開講座、講演等に

関係機関との連携による公開
教員が講師やパネリストとして参加した(54件)。

講座、インターンシップの充実 b く参考〉平成23年度実績:53件
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
評{面しTこ。

(イ)情報科学部及び情報科学研究科 平成23年度の試行・評価結果を踏まえ、情報科学研究科における
では、広島大学、広島工業大学との 研究科開設科目として「脳情報工学実習J及び「医用画像診断支
連携プログラム「医療・情報・工学連

平成23年度における試行実施
援特論」を開設したほか、広島大学、広島工業大学との連携プログ

携による学部・大学院連結型情報医
及び評価結果を踏まえた大学 b 

ラム「医療・情報・工学連携による学部・大学院連結型情報医工学
工学プログラム構築と人材育成J(平

院カリキュラムの本格実施
プログラム構築と人材育成J(平成21年度(2009年度)文部科学省

成21年度(2009年度)文部科学省採択 採択事業)を実施した。
事業)を推進し、情報科学、医学、エ 以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
学の知識を有した人材を育成する。 評価した。

(ウ)芸術学部及び芸術学研究科で 3月に、広島市現代美来術場館者に数お2，0い04て4卒業・修了制作展を開催した

は、卒業修了制作展の開催等を通じ、 広島市現代美術館における卒
(出品者数:109名、 名)。

広島市現代美術館等の地域の美術 業修了制作展の開催 b く参考>平成23年度実績(出品者数:10'0名、来場者数2，172名)

館との連携強化に取り組む。
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
評価した。

以下のとおり、共同研究への学外研究者の積極的な参画を通じた

(工)平和研究所では、国内外の大学
研究交流を促進した。

及び研究機関との連携を一層強化す 共同研究の実施やプロジェクト
【共同研究会等の実施】2件、9回(平成23年度:1件、4囲)

るため、共同研究の実施やプロジェク 研究等への参画を通じた研究 b 
【共同研究への参画】2件(平成23年度:1件)

ト研究等への参画を通じた研究交流 交流の推進
【ワークショップ】3件、他大学からの参加5名(平成23年度:1件、 9

を積極的に推進する。
名)

上記実績のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、
rbJと評{面しTこ。

エ小中高等学校等との連携

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

小学生に情報科学の先端に触れる機会を与える「ひろしまコン

(ア)市内の小中高等学校に対する学
ビュータサイエンス塾J、中高生を対象とした「芸術学部サマース

習支援、教員のリフレッシュ教育(大
クールJなどを実施し、学習意欲に富む小中高校生に対する学習

学、大学院等の高等教育機関が、職 市内の小中高等学校に対する
支援・教育活動を行い、参加した児童・生徒から高い評価を得た。

業人さにせ職る業こ上とのを知目識、技術を新たに 学習支援の実施
a さらに、情報教科員学が研高究校科ににおいては、研究科教員と高等学校教員

修得 的とした事業をい
が連携し、 出向いて情報科学に関する一連の講義を

う。)等に取り組む。 行う体験授業多を彩実な施事し業、連携先高校(10校)から高い評価を得た。
このように、 を実施し、高い評価を得たことから、優れた
取組を行ったものとしてraJと評価した。

9月から広島市研修センターと連携し、ン広グ島プ市ロ職グ員さを対象に英語力
養成を目的とした本学の英語eラーニ ラムを活用した研
修を実施した。具体的研修内容としては、英語基礎力をアップする
ための研修(Aコース)と8月6日の平和記念式典に参列する外国か

(イ)広島市職員、小中高等学校教員 らの要人アテンドに対応できる、程ず度れのの英コー語ス力tを養成する研修(8

等を大学院生、研究員等として受け入
コース)の2つを実施しており、し 参加者からも高い評

れるなど、広島市職員等の研修機関
広島市職員等を対象とした研

a 
価を受けた。

としての役割を積極的に果たす。(再
修の実施 【実績】

-実施期間 9月30日......2月15日
掲)

-研修受入人数 23人(当初予定20名程度)
当該取組は、広島市職員等の研修機関としての役割を果たすとと
もに、広島市の取組に合わせた研修コースを設けるなど多彩な研
修内容にしたことから、優れた取組を行ったものとして、 raJと評価
した。
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(3)社会連携センターの機能の充実

ア社会連携センターの体制整備

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

多様化する「産学公民」連携のニーズ V に迅速に対応し、効果的に事業を実 【平成23年度終了】
施するための組織体制を整備する。

イ学部及び研究科の「産学公民J連携や社会貢献の取組に対する支援

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

以下のとおり、展示会への出展等の広報活動や技術相談の実施
等を通じて、研究成果や知的財産等の内容を積極的に発信すると
ともに、地域住民、産業界、行政等のニーズ、とのマッチングを行つ
た。
【実績】

(r)展示会への出展やメールマガジ .8月30日:インテレクチャル・カフェ開催(於:広島)
ンの配信等様々な広報活動を通じて、 .9月27日、 28日:イノベーションジャパン2012出展(於.東京)
研究成果や知的財産等の内容を積極 展示会への出展等の広報活

a 
.11月9日:中園地域さんさんコンソ新技術説明会(於:東京)

的に発信するとともに、地域住民、産 動、技術相談の実施 .11月13日:信用金庫合同ピ、ジネスフェア(於-広島)
業界、行政等のニーズとのマッチング .11月20日:技術シーズ発信会(於:岡山)
を行う。 .2月14日:技術シーズ発信会(於:広島)

-ネ士会連携コーディネータ一、産学連携コーディネーターによる技術
相談の実施(随時:平成24年度相談件数:75件(平成23年度相談
件数:54件)
上記実績のとおり、相談件数が前年度に比べ大幅に増加している
ことから、積極的な社会貢献を行った取組として、 raJと評価した。

以下のとおり、「産学公民J連携推進のためのセミナーや大学と地
域住民、産業界、行政等との交流促進を目的としたフォーラム等を
開催した。
【開催実績:( )内は平成23年度実績】

セミナー、フォーラム等の開催 b 
.9月19日:リエゾンフェスタ2012の開催
〔来場者数:約150名、 56機関(約130名、 50機関))
.11月29日広島市立大学の地域貢献事業発表会

(イ)r産学公民j連携推進のためのセ 〔来場者数:約200名掲市げ長る及取び組両を副着市実長に来実場施(約210名))
以上のとおり、計画に したことから、 rbJと

ミナーや大学と地域住民、産業界、行
評価した。

政等との交流促進を目的としたフオー
ラム等を開催する。

前年度の開催実績等を踏まえ、改善策を検討し、広島市立大学の
地域貢献事業発表会における広島市との連携事業の講演につい
て、広島市立大学の教員と広島市の関連部局の職員がそれぞれ

改善策の検討・実施 a の立場から取組内容等を紹介するよう変更した。
当該取組の結果、参加者に対し、より効果的に事業成果等をア
ピ-)レすることが可能になったことから、優れた取組を行ったもの
として、 raJと評{面しTこ。

「ひろしま医工連携・先進医療イノベーション拠点事業(代表:広島
大学)Jの研究設備の整備を支援するなど、学外研究機関との教

(ウ)学外の関係機関等と連携した教 学外研究機関との教育研究活
b 
育研究活動等の支援を行ったほか、「広域大学知的財産アドバイ

育研究活動等を支援する。 動等の支援 ザ一派遣事業」に参加し、広域連携ネットワークづ、くりに努めた。
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
評価した。

地域住民や行政等が抱える課題の解決への貢献を目的とした「社
会連携プロジェクトjを学内で、公募し、その取組を支援した。

(工)地域住民や行政等が抱える課題
【実績:( )内は平成23年度実績】
応募件数:12件(9件)、応募総額:10，584千円(7，487千円)

の解決への貢献を目的とした「社会連 社会連携プロジェクトの公募、
b 採択件数:81:牛(8件)、採択総額:3，349千円(4，570千円)携プロジェクトJを学内で公募し、その 取組支援
(採択件数8件のうち、 1件 700千円は、市政貢献プロジェクトとし

取組を支援する。
て実施)
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
評価した。
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ウ研究成果、学内資源等の活用

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

以下のとおり、知的財産の創出に取り組むとともに、 7月に教職員
を対象とした知的財産に係るセミナーを開催した。

知的財産の創出に取り組むとともに、
学内資源等を適切に管理し、最大限 【取組実績:( )肉は平成23年度実績】
活用するため、社会連携の基本方針 知的財産の創出の推進 b 特許出願:14件t:5(件14(件5件)、)商標出願:3件(0件)、審査請求:1件(3
を定めた「社会連携ポリシー」を策定 件)、特許登録 、特許を受ける権利の譲渡:2件(2件)
する。

以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 fbJと
評価した。

工学生の育成

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

以下のとおり、「学生による社会貢献型自主プロジェクトJ事業を実
施した。

【実績:( )内は平成23年度実績】
応募件数:8件(6件)、応募総額:725千円(548千円)
採択件数:8件(6件)、採択総額:537千円(500千円)

「学生による社会貢献型自主プロジェ
「学生による社会貢献型自主プ

うち1件は「学生による市政貢献プロジェクトjとして採択(100干
クトJ事業を実施し、学生に自主性や

ロジェクトj事業の実施 a 円)
問題解決能力を身に付けさせる。

上記実績のとおり、応募件数、応募総額、採択件数、採択総額とも
に前年度実績を上回っていること、また、採択した事業には、地域
の公民館における日本語講座やパソコンお悩み相談室等、複数年
継続している事業が多いことから、学生の自主性等を身に付けると
ともに、継続的に地域に貢献する優れた取組であることから、 faJと
評価した。

，-，v-' 
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5国際交流

(1 )海外学術交流協定大学との人材交流の積極的な展開

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

平成24年度秋季入学試験から国際学研究科において海外の学術
交流協定大学を対象とした推薦入試制度を導入したほか、第一期
中期計画期間が残り3年余りとなる中、今後全学で「グローバル人

ア各学部の特色を十分に生かし、海 材育成事業Jに取り組むため、現在の組織体制を見直し、平成25
外学術交流協定大学の学生にとって 受入学生増加のための対応策

S 
年度から新たに「国際交流推進センター」を設置し、センター長に

魅力ある受入校となるための取組を の具体化・実施 専任の職員(特任教員)を置くことにした。
進め、受入学生数を増やす。 上記のとおり、計画に掲げる取組の実施に加え、国際交流推進セ

ンターの設置を決定したことは、今後本学の国際交った流もをの推と進しすてる、
上で重要な取組であることから、優れた取組を行
rSJと評価した。

11月に国連平和大学(コスタリカ)と学術交流協定を締結したほか、
2月に上海大学(中国)と学生交流に関する覚書を締結した。
また、学術交流協定校である西南大学(中国)との聞において、派

イ学生及び教員のニーズを探りなが
遣及び受入のアンバランスを解消させるために短期留学制度を導

ら、魅力ある海外の大学との新たな学 協定締結に向けた相手校との
入するとともに、国際関係学院(中国)との聞においても上記と同様

a に短期留学制度を導入した。術交流協定の締結に取り組み、派遣 具体的な交渉
当該取組は、いずれも計画に掲げる交渉を経て、協定等の締結に

学生数を増やす。
進んだものであり、派遣学生数の増加に大きく貢献するとともに、
国連平和大学との学術交流協定の締結は、学生・教員の交流を通
じて平和に関する教育の推進にも資する優れた取組であることか
ら、 raJと評{面しfこ。

(2)留学生への支援体制の充実

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

公益財団法人青年海外協力協会による外務省事業「アジア太平
洋地域及び北米地域との青少年交流J(キズナ強化プロジェクト)
において、「平和構築人材育成/震災からの復興の取組を学ぶjプ

ア国際的に魅力ある留学生受入れ
ログラムによる学生(ASEAN諸国等、 14名)の受入を行った。
また、本学の夏期集中講座rHIROSHIMAand PEACEJ及び西京大

プログラムを整備し、独立行政法人目 留学生受入プログラムの実施、
b 学短期留学プログラム「韓国文化・言語短期特別研修プロク、ラムJ本学生支援機構の留学生交流支援 奨学金の申請
について、(独)日本学生支援機構による「平成25年度留学生交流

制度等の奨学金を申請する。
支援制度Jの奨学金を12月に申請し、 rHIROSHIMAand PEACEJ 
プログラムが採択された。
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
評価した。

イ国際交流に関する専任スタッフの

/ 配置等により、留学生の進学、就職相
【平成22年度終了】

談等の留学生支援体制の充実を図
る。

ウ留学生の様々なニーズに応じた
「留学生アドバイザー制度Jを創設し、平成25年度から運用を開始

留学生アドバイザー制度等の することにした。
助言やサポートを行うため、アドバイ

整備 b 以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
ザー制度等を整備する。

評価した。

エ海外に留学した学生の体験談等 V どーをデータベース化し、海外留学希望者 【平成22年度終了】
に情報を提供する。
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第3業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

1運営体制

(1 )機動的な運営体制の構築

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

ア 理?明事確長にをす補る佐ととすもるに理、事の役割分
担を 理事長及び

【平成22年度終了】
理事を支援する事務組織体制を整備
する。

イ理事長、理事、学部長等が定期的
に協議し、幅広く意見を収集するため 【平成22年度終了】
の仕組みを構築する。

ウ全学的かつ中長期的視点から戦
略的かっ機動的に人員配置、予算配 【平成22年度終了】
分等を行う仕組みを構築する。

エ教職員が一体となって企画・立案・
実施に参画する大学運営の仕組みを 【平成22年度終了】
構築する。

(2)社会に聞かれた大学づ、くりの推進

ア積極的な広報

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

(ア)ホームページの内容の充実を図
るとともに、管理及び運用のための 【平成22年度終了】
ルールを整備する。(再掲)

(イ)全学的視点から積極的な広報を
【平成23年度終了】

行うための体制を整備する。

年報(公立大学法人広島市立大学の概要)を作成し、広島市公立

(ウ)大学の「年報Jを作成する。
大学法人評価委員会における基礎資料に使用するとともに、本学

「年報jの作成 b ウェフ、サイトに掲載した。
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
評価Ltこ。

(工)刊行物のデータベースを構築し、
【平成23年度終了】

ホームページ等で公開する。

イ大学運嘗への学外有識者の参画

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 評価理由

理事や経営協議会の委員に学外有識
【平成22年度終了】

者を積極的に登用する。
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(3)監査制度の活用による法人業務の適正処理の確保等

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

ア会計監査人の協力を得て、監事を

ン一一一一一一一中心とした実効性のある監査体制を 【平成22年度終了】
整備する。

イ監査結果を大学運営の改善に反
【平成23年度終了} シ/一一一一一一一映させる仕組みを構築する。

2人事

け)柔軟な人事制度の構築

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

ア特任教員等の任用制度を導入す
【平成22年度終了} レ/一一一一一一一る。

イ裁量労働制を導入する。 【平成22年度終了】 レ/
ウ兼職・兼業に係る許可基準を新た

【平成22年度終了】 V 一一一一一一一に作成する。

(2)教員評価制度の構築
、ヘr

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

ア教員活動情報の外部への公開を ン/ 一一戸前提とした多面的な視点による教員 【平成22年度終了】
評価制度を導入する。

イ教員評価の結果を人事等に反映
【平成22年度終了】 / 一一一一一一一させる仕組みを構築する。

3事務処理

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

臨時的又は偶発的な事務を除く全ての事務について、概要及び処
理手順を示したマニュアルを作成し、当該作成作業を通じて事務

(1)事務処理の内容及び方法につい の点検が可能になる仕組みを構築することとし、試行的運用を行つ

事る点務検処の理実の施内容及び方法に係 た。
て、定期的な点検を実施し、必要に応 a 

当該取組は、事務処理の内容及び方法に係る点検の実施に加
じて改善を行う。

え、作成したマニュアルが職員の人事異動等に係る事務引継ぎに
活用できるよう工夫を凝らしたものであることから、優れた取組とし
てraJと言平{面しTこ。

平和研究所の大学敷地内への移転に合わせて、国際交流推進体
制の強化及び効率的な事務処理等を図るため、事務組織につい
て見直しを行った結果、以下のとおり、平成25年度に組織改正を行
うことlこしTこ。

(2)業務内容の変化に柔軟に対応 ①② 国際交流推進センターの設置
し、効果的かつ効率的な事務処理が

事務組織の定期的な見直し b 
平和研究所の事務室を廃止し、総務室(教育研究支援グルー

できるよう、事務組織の定期的な見直 プ)へ業務を移管
しを行う。 ③情報科学部及び情報科学研究科の就職支援を行う担当部署を

教務学生室(就職支援グループ)へ移管し、就職支援の事務体制
を一元化
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 rbJと
評価した。

(3)全学的な課題等について組織横 レ/一一一--------一一一J断的に取り組むための体制を整備す 【平成22年度終了】
る。
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第4財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置

1 自己収入の増加

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

(1)外部資金の獲得に取り組むため、

/ ノ外部資金に関する情報収集や申請、
【平成22年度終了】

受入等に対する支援体制を強化す

る。

①対社象会人向け工芸・版画技能講座において、当該講座の受講者を
にした「夏期特別講座jを開始した結果、8人が受講し、 211干

円の受講料収入を得た。
②学内施設の貸付に加えて、学生寮の利用されていない駐車場

(2)公開講座の拡充や大学が保有す .の一時貸付を行った。その結果、学内施設の貸付収入は前年度に
比べ228千円増加し、駐車場使用料収入も前年度に比べ437千円

る施設、設備、入機の器確、作保品を等の活用に 多様な収入の確保 a 増加した。
より、多様な収 図る。

③自動販売機を5台増設した結果、自動販売機貸付料収入が前年
度に比べ1，983千円増加した。

上記のとおり、多様な1寸し収、T入ここのと確か保らに取り組んだ結果、総額2，859干
円「のaJ収と入評増{面に結び付 、優れた取組を実施したものとし
で した。

(3)授業料等学生納付金をはじめと
業務に関する料金設定について、他大学の動向等を踏まえた検証

する業務に関する料金について、他
を行い、平成25年度も同額の料金設定とすることにした。

大学の動向や社会経済情勢、法人の 授業料等の料金設定の検証 b 以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 fbJと
収定支状況等を考慮した適切な料金設

評価しTこ。 J 

を行う。

2管理経費の抑制

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

以下のとおり、省エネルギー対策の啓発及び管理経費の抑制に取
り組んだ。
【取組実績】

①②教平職員に対して省エネルギー対策への取組の徹底を周知。

成25年度に終了予定であ1)LっEたD講4ヒ義及棟、学生会館及び語学セ
ンターの女子トイレの照明の 4及び擬音装置の設置に
ついて、平成24年度で工事終了。加えて、各"る学と部棟のホール
及び女子トイレの洗面台の照明をLED化す ともに、講堂の
女子トイレへの擬音装置を設置する工事を追加実施。

(1) ICTの活用による業務の効率化、 ③省エネルギー対策として、8月15日を事務局の夏期休業日に設
光熱水費等の節減、教職員一人一人 省エネルギー対策の啓発、管

b 
定し、実施。

のコスト意識を高めるための研修の 理経費の抑制 ④⑤⑥節各三水対策として、芝生広場への散水に湧水を利用。
実施等により管理経費の抑制を図る。 学部棟ホールの照明の一部をLED化。

井物産株式会社との「クラウド・コンピューティング、を活用し

た外灯省エネ実証実験Jとして外灯の一部をLED化。
⑦省エネルギー対策として、外灯点灯時間を日没30分前から、
日没と同時に変更。

⑧⑨ 池の水に雨水を利用。
電力の一般競争入札を行い、3か年の長期契約を締結。

以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 fbJと
評価した。

平和研究所の大学敷地内への移転に合わせて、国際交流推進体
制の強化及び効率的な事務処理等を図るための見直しを行い、平
成25年度に以下のとおり、組織改正及び教職員の配置等を行うこ
とlこしTこ。

(2)教育研究水準の維持向上に配慮 ①国際交流推進センターの設置に伴い、国際交流推進センター長

しながら、組織運た営人の員効配率置化等、非常勤 教職員配置等の見直し b 
として専任の特任教員を配置

教職員も含め につい ②プ)平に和葬研究所の事務室を廃止し、総務室(教育研究支援ク、ルー
て、定期的な見直しを行う。 業務を移管

④③保国際学部及び情報科学研究科の助教に任期制を導入
健管理室に専任の特任教員を配置

以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 fbJと
評価した。
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第5 自己点検及び評価に関する目標を達成するためとるべき措置

中期計画(平成22年度~平成27年度)I 年度計画(平成24年度) I自己評価 評価理由

1定期的に自己点検及び自己評価を
行う体制を整備する。

【平成23年度終了】

2自己点検、自己評価及び第三者機
関による評価の結果を、大学運営の
改善のために活用する仕組みを構築
する。

【平成22年度終了】

3 自己評価及び第三者機関による評
価に関する情報をホームページ等で
積極的に公開する。

【平成23年度終了】

4教員活動情報の外部への公開を・ 1

前提とした多面的な視点による教員
評価制度を導入する。(再掲)

【平成22年度終了】

5教員評価の結果を人事等に反映さ
せる仕組みを構築する。(再掲)

【平成22年度終了】
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第6 その他業務運営に関する重要目標を達成するためとるべき措置

1施設及び設備の適切な維持管理等

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

以下のとおり、施設・設備の効率的な維持管理を実施した。

【取組実績】
(1)施設及び設備の効率的な維持管

施設・設備の効率的な維持管
.8月:電気錠の運用開始

理を行うとともに、その利用状況を把
理の実施 b .3月:学内施設活用委員会において、学内施設の貸付料や実費

握し、有効活用を図る。 徴収額等について検討した結果を踏まえ、事務処理の改善や適正
な冷暖房費等の実費額の設定を行った。
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 fbJと
評価した。

広島市土地開発公社が大学拡張用地として保有していた大学隣

(2)教育研究機能の充実を図るため、 接地は、同公社の解散に伴い平Hと成共2同5年で度検か主ら広島市が保有する
未利用の大学隣接地へのセミナーハ

ことになった。このため、広島市 討を行い、平時は本学

ウス、学生寮、留学生受入施設等の
施設整備の検討 b のセミナーハウスとして使用し、非常時には広島市の防災拠点機

新たな施設整備について検討する。
能を果たす施設の整備を提案した。
以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、fbJと

f 

評価した。

2 安全で良好な教育研究環境の確保

中期計画(平成22年度~平成27年度) 年度計画(平成24年度) 自己評価 評価理由

(1)災害等不測の事態に適切lこ対応 / 一一一一一一一できるよう、危機管理マニュアルを作 【平成22年度終了】
成する。

5月から計6回の職場巡視を実施したほか、 10月にはメンタルヘル

安全衛生管理研修、職場巡視
ス講演会を開催したほか、世界禁煙デー(5月31日)には、学内の

b 喫煙場所を削減(約半減)した。等の実施
以上のとおり、計画に定める取組を着実に実施したことから、 fbJと
評価した。

(2)安全衛生管理に関する研修等を
定期的に実施する。

衛生管理者の増員に向けた取組として名、衛(事生務委局員、会国の際委員が衛
生管理者試験を受験した。その結果、3 際学部、情

衛生管理者の養成 b 報科学研究科)が第二種衛生管理者資格を取得した。
以上のとおり、計画に定める取組を着実に実施したことから、 fbJと
評価した。

8月から3月までの聞に、教とも職に員、に対し定期健康診断、特殊健康診
断(年2回)を実施すると 、平成25年1月に、 VDT作業従事教

(3)定期健康診断等の実施によ仏教
定期健康診断等の実施 b 

職員健康診断を実施したほか、教職員がストレスチェックを行うこと
職員の健康管理を適切に行う。 がで、きるウェブ、サイトにや掲メIンタルヘルスの相実談施窓口を紹介した。

以上のとおり、計画 ずる取組を着実に したことから、 fbJと
評{面した。

4月に学生向けチラシの配布(新入生オリエンテーション時、学年

(4)セクシュアル・ハラスメント、アカデ 別ガイダンス時)、ハラスメント相談員用の対応マニュアルの作成

ミック・ハラス実メ施ンす卜る等。を防止するため
J、ラスメントに関する研修の実

b 
に取り組|すんるだほか、 3月には教職員を対象としたハラスメントの防

施 止に関 る講演会を実施した。
の研修等を

以上のとおり、計画に掲げる取組を着実に実施したことから、 fbJと. 
評価した。
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平成22年度または平成23年度で終了した項目に対する業務実施状況 参考資料1-2

第2教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

1教育

(1 )教育内容の充実

ウ学部専門教育

(ア)学生の多様化に対応するとともに、社会で通用する実践的な能力を身に付けた学生を養成するため、学部専門教育の充実に取り組む。

中期計画(平成22年度~平成27年度) 終了年度 平成24年度取組状況等

(イ)学生の多様化に対応するとともに、専門分野において優れた研究能力と実践的技能を身に付けた学生を養成するため、大学院専門教育の充実に取り組む。

より充実した研f造究形成応果用を研還

。表のえた現参芸総画活術合動を学単的を部な位実で教践認l主育で定、を芸きす行る術る素う「的造.養持形をつ応身社用に会研付的究け役さ』割のせ充をる藻実た〈をめ認図、識研りし‘究学、プ社科ロ会・ジ領のヱ域中ウをでトへ越

元するため、

究3し、た」4を年「造2次~形生4応年対用Z車R研生由究査『造対1J形象と応に

用研究ITJの2科目に変更
し、平成23年度終了。

造形応用研究 1: 1 0名
-造形応用研究IT:2名
-造形応用特別研究:2名

工大学院教育

中期計画(平成22年度~平成27年度) 終了年度 平成24年度取組状況等

(イ)学生の多様化に対応するとともに、専門分野において優れた研究能力と実践的技能を身に付けた学生を養成するため、大学院専門教育の充実に取り組む。

総合セミ自ナにー変4更科し目てを開見講直
し、2科

の国基際礎学統研計究Jの科2に科お目いて、「学術研i科究目のと進してめ実方施J及しび「学術研究のためa国際学研究科では、専門基礎科目の見直しを行う。 することにより授業目的を
明確化したことをもって平

を専門基礎 た。

成22年度終了。

(2)教育方法の改善

ウ成績評価システムの整備

中期計画(平成22年度~平成27年度) 終了年度 平成24年度取組状況等

(ア)成績評価の厳格化目とご単と位のの完実質化を図るため、GPA(Grade
GPA制度の導入並びに履

オリエンテーションガイダンス等を通じて、学生lこGPA制度について周
修登録単位数の上限、卒

Poin草t出Aす.veるra成ge績:履割修科 成績に評点を付けて全科目の平均の値 業要件及び4年次新旧要
知し、理解を深めた。また、平成22年度に実施した見直しの結果を受け

を算 評価システムをいう。)の導入、履修登録単位数上
件の見直に終しを了完。了し、平成

て、年間の履修畳録単位数の上限を下げるとともに卒業単位数を減ら
限や成績評価基準の見直しを行う。

22年度
L.tこ。

。)積極的な広報と学生の確保

ア積極的な広報

中期計画(平成22年度~平成27年度) 終了年度 平成24年度取組状況等

ウェブサイトのウ全ェブ面サ的・なリ 閲覧者の利便性向上のため、トップページに緊急情報等をわかりや
(ア)ホームページの内容の充実を図るとともに、管理及び運用のため ニューアル、 イト運
のルールを整備する。 用管理要綱作成等を完了

すく掲載する「重要なお知らせ」欄の追加や、他のページへのリンク先

し、平成22年度に終了。
をクリックした際の別ウインドウの起動等の改修を行った。

」一、 大学案内の刷新及び英語
学術交流協定の締結に向けて本学を紹介する場合等の資料として英

(ウ)大学院案内の内容を見直すとともに、英語版を作成する。 版大学案内の作成を完了
し、平成23年度に終了。

語版大学院案内を活用した。

イ学生の確保

中期計画(平成22年度~平成27年度) 終了年度 平成24年度取組状況等

(ア)社会人学生について、修学年限、授業料等学生納付金を柔軟に
長期履修制に基度づのく導生入及び
当該制度 社会人

平成23年度に引きに続基きづ、‘ 国際学研究科及び情報科学研究科におい
て、長期履修制度I基 く社会人学生の募集を行った結果、平成25年

設定できる制度を導入し、社会人が履修しやすい環境を整備する。 学生募集の開始をもって、 4月に入学した国際学研究科の社会人学生2名から申請があり、制度導
平成23年度に終了。 入後初の長期履修学生となった。



(4)教育実施体制の整備

ア教職員の配置等

中期計画(平成22年度~平成27年度) 終了年度 平成24年度取組状況等

λ事委員会を設置するととI
|特任職員制度を導入し、事務局職員の産育休取得中の代替職員を

もに、教職員の採用に闘す|
|任用できる仕組みを構築したほか、年度中途の採用など、教職員の機

iる基本方針を作成し、戦略|
(ア)大学の教育目標を実現するため、全学的かつ中長期的視点から I~~-::~~~-~':，I;;~ _~""" 1動的な任用・配置を行った。

|的かつ機動的な任用・配 I~~~~~~:'; 
教職員を戦略的かつ機動的に任用し、配置する。 I~~.~=，~t~:~t~;tl I(新規伝用:H24.4.1教員9名・非常勤嘱託員3名、H24.6.1非常勤嘱託員

1置を可能にしたことによ人 l
|名、H24.9.1特任職員1名、 H24.10.1教員1名、 H24.11.15特任教員1名、

平成23年度に取組みを終 l
IH24.12.17特任職員1名)了。 E

イ教育環境の整備

中期計画(平成22年度~平成27年度) 終了年度 平成24年度取組状況等

すべての講義室で視聴覚
教材を使用できる環境を整I ~'"..""'_.j，B JIlI;;~; ー

(イ)すべての講義室において視聴覚教材が使用できる環境を整備す|備しt=.;::と「加えすで「|ゼミ室等視聴見設備がない講義室Lおいては、国際学部分室に配置
| ・'-'-1- 、 ;1しであるポータフ、ルプロジェクタ一、スクリーン等貸出用視聴覚機器を

る。 1整備した視聴覚教材の更|
1=~=~'，~I::.~~.:;r--::-:JI~~~ 1;'舌用した。
新作業に着手したことを E 

もって、平成23年度終了。

2 学生への支援に関する目標

(1 )健康の保持増進支援

中期計画(平成22年度~平成27年度) 終了年度 平成24年度取組状況等

学生の心身の健康の保持増進を図るため、教職員と医務室及び学生|保健管理室を設置し、専任|保健管理室における学生相談及びカウンセリング等の学生支援業務
|のカウンセラーを配置した|を担当する保健管理室教員の採用候補者を決定し、平成25年4月から相談室との連携を強化するとともに、カウンセラーによる相談時間を増 I~~J.;';'_':，.:'~~~~'-'':'';'' 1 
にとをもって、平成23年度|配置することにした。また、保健管理室の機能拡充のため、相談室を1やすなど、医務室及び学生相談室の機能を拡充する。 I~';:，c..-u _， ¥，.，... -'/~'''''"''''t-/.x. I 
E終了。 I室増設した。

3研究

(1 )研究活動の活性化と成果の普及

ア研究活動の活性化

中期計画(平成22年度~平成27年度) 終了年度 平成24年度取組状況等

3年間を1単位として各年度
ー =+z..J._w.."， Iの執行残を翌年度に使用 1

(ウ)外部資金を含めた研究費を弾力的かつ効果的r::執行するための|可能にする制度等の導入|教員研究費を弾力的・効果的に執行できるよう、平成23年度の執行
制度を導入する。 I~:~:: ~~I]~:-I1~V~7:' I残を平成24年Fに執行できるようにした。

Iをもって、平成22年度終 E 一
了。

-"'_"-，"Z. ~mM 1..'" I学部研究室の利用状況を I(工)国際学部及び国際学研究科では、研究活動r::おける学内外との|調査し、客員研究員用に~I学外研究者のための研究スペースを確保するため、客員教授用に研
連携を強化するため、客員研究員や共同研究者のための研究スペー|室を確保できたことをもっ|究室を確保した。そのほか、平和研究所の大学敷地内への移転に合わ
スを確保する。 I~~::n~~;;~~c. U _， 1せて、平和研究所内にも研究スペースを整備した。

Iて、平成22年度終了。 I

(2)研究体制の強化

中期計画(平成22年度~平成27年度) 終了年度 平成24年度取組状況等

ア f産学公民J連携につながる研究を推進する十め、社会連携セン|プロジェクト研究推進室の lプロジェクト研究推進室では、バイオテクノロジー関連の研究開発に
_"""'''' 1 ..&o.~.Þa:..Jn ~-，設置をもって、平成22年度|

ターlこプロジェクト研究推進室を設置する。 I:::-~.C!.-u _， '-... --'/~L.'4""'.x. Iおいて論文発表(1件)や学会発表(5件)などに取り組んだ。
1終了。 I

イ研究費を戦略的に配分できる仕組みを構築する。

「社会貢献型自主プロジェクト」に申請のあった案件のうち、特に広島市
政への貢献が認められるものについて「市政貢献プロジェクト」として採

3年間を1単位として各年度l択し、重点的に予算を配分した。
の執行残を翌年度に使用|また、企画・広報委員会や教務委員会等の全学委員会所管事項につ
可能にする制度等の導入.1いて、当初予算化していない案件に迅速かつ的確に対応するため、全
をもって、平成22年度終 |学委員会調査・検討費とLて予算を配分し、案件の重要度等に応じて
了。 I執行した。

さらに、特定の教員に大学運営に係る業務を依頼する場合において、
学長の戦略的経費等から当該研究費に予算を配分した。

4 社会貢献

(3)社会連携センターの機能の充実

ア社会連携センターの体制整備

中期計画(平成22年度~平成27年度) 終下年度 平成24年度取組状況等

知的財産担当の特任教員 l ー { 
多様化する「産学公民J連携のニーズに迅速に対応し、効果的に事業|の採用、事務局機能の集|平成23年度r::策えした「社会連携ポリシ丈Jに基づく効果的な事業実
を実施するための組織体制を整備する。 I約をもって、平成23年度終|施のため、コーディネーターの採用方法をA募による選考に見直し、新I '!:; c.. u -' '-... --.，9vL.""....，..，;sl.. 'I'-~- Iたに産学連携コーディネーターを採用した。

了。 1

nJ』



5国際交流

(2)留学生への支援体制の充実

中期計画(平成22年度~平成27年度) 終了年度 平成24年度取組状況等

平成22年度に醍置した国際交流に関する専任スタッフ(留学生支援専

留学生支援専門員を配置
門員)を中心に、留学に関する支援のほか、以下に掲げる取組を行つ

イ国際交流に関する専任スタッフの配置等により、留学生の進学、就 た。
職相談等の留学生支援体制の充実を図る。

したことにより、平成22年
-外国人留学生を支援するためのボランティアアド‘1¥イザー制度の創設

度に取組みを終了した。
-海外留学に関する事前オリエンテーションの実施
-外国人研究生の指導、研究状況等の調査

データベースを語学セン
エ海外に留学した学生の体験談等をデータベース化し、海外留学希 ターオリジナルサイトに掲 語学センターオリジナルサイトに海外に留学した学生の体験談等(7
望者に情報を提供する。 載したことにより、平成23 件)を新たに加えた。

年度に終了。

第3業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

1運営体制

(1 )機動的な運営体制の構築

中期計画(平成22年度~平成27年度) 終了年度 平成24年度取組状況等

ア理事長を補佐する理事の役割分担を明確にするとともに、理事長 常勤理及事び企の役割分担の明 グローバル人材の育成に向けた取組こ取及りび組海む外た学め術、4交月流に協、定大学と

及び理事を支援する事務組織体制を整備する。
確化 画室の設置を の人材交流等の国際交流に積極的l 新たに国
もって、平成22年度終了。 際交流担当副理事を配置した。

運営調整会成議2を3設年置度し終たこ
理事長、理事(常勤)、学部長及び平和研究所長(学長が事務取扱)

イ理事長、理事、学部長等が定期的に協議し、幅広く意見を収集す で構成する運営調整会議において、教員の採用方針その他大学運営
るための仕組みを構築する。

とにより、平
に関する事項について定期的(月平均2回、年間24回)に協議・調整を

了。
行った。

ウ全学的かつ中長期的視点から戦略的かつ機動的に人員配置、予

上予整仕算で組し立各編みが学成のら部方構予等針築算のを且編策要び成定望人をしを事行た調霊う

理事長、理事{常勤)学.の学採的部用・中長、長及特期び任的平教視和員点研のか究採ら所用調副並整所び在長に千で構成する人事
算配分等を行う仕組みを構築する。 員会における教員採用等

委員会において、教員 教員の昇任及

を調整する仕組みを構築し
び再任等について、全 整を行い、決定した。

たことにより、平成22年度
終了。

全ググ学ル委ー員プ会を及設び置ワしー、キ特ン定 広報や国際交流など、法人経営及び大学運営に関する特定の課題を
エ教職員が一体となって企画・立案・実施に参画する大学運営の仕

の課題に取組む仕組みを
解決するため、戦略的に研究費を配分する制度である学長指定研究に

組みを構築する。
構築できたとして、平成22 おい|ジてナ、研ル究グ課ッズ題の「本作学のコミュニケーションマークマニュアルの策定と

年度終了。
オリ 作成Jに取り組んだ。

/ 

(2)社会に聞かれた大学づくりの推進

ア積極的な広報

中期計画(平成22年度~平成27年度) 終了年度 平成24年度取組状況等

企画副・戦理略事担及当び理企事画、広報
担当 室の 理事(企画・戦略担当)を委員長、副理事(広報担当)を副委員長とし、

(イ)全学的視点から積極的な広報を行うための体制を整備する。 設置並びに広報スキル 各学部及び平和研究所の企画・広報委員により構成する企画・広報委
アップセミナーの開催を 員会を定期的に開催し、全学の広報戦略について協議・検討した。
もって、平成23年度終了。

イベントのチラシ等の本学
の刊行物に関するデータ 平成23年度に、本学ウェブサイト上に作成した刊行物のデータベース

(エ)刊行物のデータベースを構築し、ホームページ等で公開する。 ベースを作成し、ウェブサ について、新たに39件の刊行物データを追加し、データベースの充実を
イトに掲載したことをもっ 図った。
て、平成23年度終了。

イ大学運営への学外有識者の参画

中期計画(平成22年度~平成27年度) 終了年度 平成24年度取組状況等

理事2名、経営協議会委員 学外の理事(2名)及び経営協議会委員(4名)を構成員に含む理事会
理事や経営協議会の委員に学外有識者を積極的に登用する。 4名の学外有識者の登用し 及び経営協議会を四半期ごとに開催し、大学運営に学外有識者が参画

たとして平成22年度終了。 した。

(3)監査制度の活用による法人業務の適正処理の確保等

中期計画(平成22年度~平成27年度) 終了年度 平成24年度取組状況等

事務体制の整備及び監査

ア会計監査人の協力を得て、監事を中心とした実効性のある監査体
法人との会計監査契約の 監査計画を作成し、監査法人による事前監査、期中監査及び期末監
締結による監査の受検に 査を受検した。監査結果は、理事会で報告し、改善が必要な事項等に

制を整備する。
より、平成22年度に取組み ついて情報共有を図った。
を終了。

内
毛
U



2人事

(1 )柔軟な人事制度の構築

中期計画(平成22年度~平成27年度)

ア特任教員等の任用制度を導入する。

イ裁量労働制を導入する。

ウ兼職・兼業に係る許可基準を新たに作成する。

也)教員評価制度の構築

中期計画(平成22年度~平成27年度)

終了年度 平成24年度取組状況等

特任教員等の任用制度を 1
|新たに特任職員制度を導入し、事務局職員の産育休取得中の代替

導入したことをもって、平成|
|職員を機動的に任用できる仕組みを構築した。

22年度終了。. I 

裁量労働制の導入をもっ |学外勤務の見直し、学外勤務取扱要綱の作成により制度の充実を
て、平成22年度終了。 I図った。

兼職・兼業に係る許可基準|
|平成22年度に作成した許可基準に基づき、兼職・兼業の許可を行つ

の作成をもって、平成22年|七
度終了。 1'-。

終了年度 平成24年度取組状況等

評価の前提となる4つの視
ー I点の決定、教員システム 1 ー

ア教員活動情報の外部への公開を前提とした多面的な視点1::よる|への教員活動情報の入力|教員の昇任人事1::おいて、4つの評価項目(教育・研究・社会貢献・学
教員評価制度を導入する。 r~_~:"-.::..R~~!!:.=~~~，，"， I肉運営)の評価に活用した。

1をもって、平成22年度終 1 

了。

イ教員評価の結果を人事等に反映させる仕組みを構築する。 教員表彰制度の創設を |平成22年度に創設した教員表彰制度に基づき、教員25名を表彰し
もって、平成22年度終了。|た。

3事務処理

中期計画(平成22年度~平成27年度) 終了年度 平成24年度取組状況等

l法人運営の総合調整をー|中期計画4年目を迎えるにあたり、本学の将来構想等、法人の運営に
(3)全学的な課題等について組織横断的に取り組むための体制を整|掌する企画室を設置し、平|関する事項について協議等を行うため、平成25年度に、理事長、理事
備する。 I成22年度終了。 I~常勤)、事務局次長及び各室長で構成する『事務連絡会議Jを設置す

'ることにした。

第4財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置

1自己収入の増加

中期計画(平成22年度~平成27年度) 終了年度 平成24年度取組状況等

社会連携センターへの外 1
(1 )外部資金の獲得に取り組むため、外部資金に関する情報収集や|部資金に関する事務の集|外部資金の受入、予算執行・管理業務の充実と新規獲得を促進する
申請、受入等に対する支援体制を強化する。 I約等lーより、平成22年度終|ため、職員を兼務させることにより、効率的かつ効果的な事務執行体制

1~ ""'C'T I- c::;ro. -J' .1 '~&..&..-r-/，;x. II'';;:' Iの強化に努めた。
l了 。|

第5自己点検及び評価に関する目標を達成するためとるべき措置

中期計画(平成22年度~平成27年度) 終了年度 平成24年度取組状況等

自己評価委員会の設置並 l
びに自己点検及び自己開|理事長を委員長として、理事(常勤)、学部長、平和研究所長、副学部
価方法の確立をもって、平|長、平和研究所副所長により構成する自己評価委員会を6回開催し、

|適正な評価を行うよう努めた。
成23年度終了。 I

1定期的に自己点検及び自己評価を行う体制を整備する。

2 自己点検、自己評価及び第三者機関による評価の結果を、大学運|自己評価後における改善 I!.月開催の教育研究評議会及び10月開催の学内説明会(全教職員対
営の改善のために活用する仕組みを構築する。 I措置に係る規程の整備を|象)において、平成23年度業務実績に係る評価結果(指摘事項等を含

もって、平成22年度終了。 iむ。)及び今後の運営改善について理事長が説明した。

a一戸l評価結果をウエブサイト上 11.月に平成23年度計画に係る自己評価結果及び決算報告書等で構
3自己評価及び第三者機関による評価に関する情報をホームヘ ノ|で公開したことをもって、平|成する業務実績報告書そ9月に広島市公立大学法人評価委員会によ
等で積極的に公開する。 I成23年度終了。 Iる平成23年度業務実績1::係る評価結果をそれぞれウエブサイトに公開

l lした。

第6その他業務運営に関する重要目標を達成するためとるべき措置

2安全で良好な教育研究環境の確保

中期計画(平成22年度~平成27年度) 終了年度 平成24年度取組状況等

(1 )災害等不調岬態lこ適切に対応できるよう、危機管理マニュアル|設設?説得~I~機管理基本マニュアルに規定する、地震、火災、風水害に関する肉
を作成する。 I~-c.. u -' ¥..，.. -r/9w"-r/X.W';; I官~定めた事象別危機管理マニュアルを作成した。

E了 。'
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アンケートの調査結果等

平成24年度計画 iアンケー卜等の名称

科目「基礎演習Jの|学生を対象とした全
実施結果の評価、科|学共通教育に関する

自内容の見直し |アンケート調査

全学共通教育に関|学生及び教員を対象

する学生・教員を対|とした全学共通教育

象 |に関するアンケート

参考資料1-3

調査結果等

[目的・内容〕

全学共通教育の改善に向けた、総合共通科目、基礎演習、いちだ

い知のトライアスロン及び入学後の学習に関するアンケート調査

[実施時期〕

7月
[対象者(人数)) 

全学部の 1年次生 (434名)
[回答数(回収率)】

389名 (89.6%)
【結果(自由意見を含む) ) 

76.4%が「大変満足J、 「ある程度満足」と回答し、昨年度と比
較し約 8ポイント増加した一方、 GPA制度を認識している学生の数
が半数程度に留まっていることが判明した。

【施策への反映等】

全学共通委員会委員長・副委員長が「基礎演習」担当者と意見交

換を行い、 「いちだい知のトライアスロンJ事業を積極的に活用す

るなど、科目の更なる充実に向けた見直しを行った。また、 GPA制
度については、平成 26年度から GPAにより特待生を選考することと
しているため、これにより認識が高まることを期待している。

また、平成 23年度の同アンケート結果において、基礎演習と連携
した「いちだい知のトライアスロン(スタートアップコース)Jの

取組みに係る国際学部生及び芸術学部生の認知度が低かったことを

受けて、周知を図った結果、平成 24年度調査では改善が確認できた。

[目的・内容】

全学共通教育の改善に向けた基礎演習に関するアンケート調査

{実施時期〕

7月
〔対象者(人数)】

科目「基礎演習Jの担当教員 (40名)
[回答数(回収率)】

38名 (95%)
【結果(自由意見を含む)】

学生は、全学共通教育を受けることにより「ものごとを見る目が

変わった」、 「パソコンの操作技術が向上したJ、 「異なる価値観

や考え方を理解できるようになった」との効果を実感する意見があ

った。また、一方では、学生の自習時間の減少等の課題も判明した。

【施策への反映等〕

アンケート結果を報告書にまとめ、全教員に公表することで課題

を共有した。



平成24年度計画|アンケート等の名称 調査結果等

「英語応用演習」新 l
|担当教員を対象とし

テキストの教育効|
|た使用テキストに関

果の検証結果を踏|
|するアンケー卜調査

まえたテキストの|I (平成23年度)
見直し l 

【目的・内容】

「英語応用演習」新テキストの教育効果を検証するためのアンケ

ート調査

【実施時期】

平成23年6月
【対象者数】

平成23年度の「英語応用演習Jを担当した教員 18名
【回答数(回収率)】

18名(100%)
【結果(自由意見を含む)】

新テキストに掲載している問題の質・量では、ライティング力の

養成には不十分である等の指摘があった。

【施策への反映等】

専任教員と非常勤講師で構成される新テキスト選定委員会を設置

し、平成25'""27年度に使用するテキストの選定作業を行い、 l年次
生用のテキスト 6冊及び 2年次生用のテキスト 5冊を新たに選定し
た。

r C A L L英語集|履修者を対象とした
中」の改善、検証 |アンケート調査

【目的・内容】

iCALL英語集中Jの改善のためのアンケート調査
【実施時期】

前期及び後期に各3回(事前、中間、事後)
【対象者数】

iCALL英語集中Jの履修者:前期 799名、後期940名
【回答数(回収率)) 

前期:事前767名 (96%)、中間720名 (90%)、事後650名 (81%)
後期:事前795名 (85%)、中間633名 (67%)、事後621名 (66児)
【結果(自由意見を含む)】

学習期限直前に駆け込み消化する学習者ほど不適切な学習(問題

文をきちんと読んだり聴いたりしないいい加減な学習)の発生率が

高くなる傾向があることや、夏休み 2ヶ月間の学習休止により後期
のTOEICスコアの伸びが相対的に小さくなる傾向があることなどの
課題が明らかになった。

[施策への反映等】

適切な学習ペースを保たせるための改善方法について検討するこ

ととした。
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[目的・内容】

次回以降のプログラムの改善や新規カリキュラム編成等に役立て

るための当該講座への感想や改善点に関する受講者アンケート及び

国際学部教員へのアンケート

[実施時期〕

8月(受講者アンケート)及び11月(教員アンケート)
[対象者数】

iHIROSHlMA and PEACEJの受講者54名及び教員47名
[回答数(回収率)) 

受講者47名 (87%)及び教員29名 (61.7%) 
[結果(自由意見を含む) ) 

受講者から、国際政治、平和ばかりでなく他の領域からも講義を

入れてほしい旨の意見があった。

[施策への反映等)

平成25年度に、経済の観点から「広島の戦後の復興」に関する講
義を加えることにした。
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平成24年度計画|アンケート等の名称 調査結果等

学生・教員に対する

アンケート結果の|平成 23年度の卒業

分析、課題の把握及|生を対象にしたアン

びアンケート結果 lケート調査
の活用に係る検討

卒業年次の学生を対

学生に対するアン|象にした新教育課程

ケート調査の実施 |に関するアンケート

調査
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(円的・内容)

平成 19年度に導入した新教育課程の成果を検証するための、履修
状況、履修後の感想、満足度等に関するアシケート調査

[実施時期〕

平成 24年l月
[対象者数)

平成 23年度の国際学部の卒業学年の学生 99名
[回答数(回収率)J 
99名 (100%)
[結果(自由意見を含む)J 
国際学部での 4年間の教育について、 8割以上の学生が満足して
いると回答していた。また、アンケートの回答に語学教育の充実を

求める意見が含まれていた。

[施策への反映等]

この結果について、国際学部FD委員会において意見交換を行い、

大幅な変更は行わないこととした。また、意見を踏まえ、次年度以

降、英語圏への短期語学研修の実施等について検討することとした。

【R的・内容】
平成 19年度に導入した新教育課程の成果を検証するための、履修
状況、履修後の感想、満足度等に関するアンケート調査

[実施時期)

1月
[対象者数]

平成 24年度の国際学部の卒業学年の学生 93名
[回答数(回収率)J 
93名(100%) 
【結果(自由意見を含む)J 
国際学部カリキュラム全体に対する学生の満足度については、回

答した 93名中「非常に満足している」が 25名、 「ある程度満足し
ているJが 54名、と学生全体の 85%が満足している旨の回答をし
ていた。

[施策への反映等〕

前年度(平成 23年度)及び前々年度(平成 22年度)卒業生の調
査結果も同様の傾向であったことから、新教育課程の内容が学生に

受け入れられていること及び学部の専門教育課程 (5プログラム)

の円標、ねらいが浸透していることが確認できた。結果の分析、課

題の把握等の検討は平成25年度に検討する(平成25年度計画事項)。

【目的・内容)

学生募集および学科配属の方法に関する質問を含む 30項目のア
ンケート調査

[実施時期〕

4月(入学直後のガイダンス期間中)
[対象者数]

平成 24年度情報科学部の入学生 231名
[回答数(回収率)J 
225名 (97%)
[結果(自由意見を含む)J 
「現在の方法(一括募集)が良い」と回答した学生が 78%に達す
るなど高い評価を得た。

[施策への反映等〕

一括募集については継続することとした一方、約半数の学生が入

学時に配属希望学科を定めていないこと、より充実した専門教育及

び学生指導の実施が課題になっていることから、平成25年度以降入
学生については2年前期から学科配属することとした。

司
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平成24年度計画|アンケート等の名称 調査結果等
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[目的・内容】

f就職した卒業生の活躍や教育内容に関する改善の要望など、幅広

い意見収集を行うためのヒアリング

【実施時期】

通年

【対象者数】

企業の採用担当者

【回答数】

54名 (54社)
{結果(自由意見を含む)] 

ヒアリングを通じて、採用開始時期の変更など、就職を巡る環境

は毎年のように変化しており、こうした状況に適切に対応するため

には、就職活動を支援する教員への最新の情報を提供することが重

要であることが分かつた。

[施策への反映等〕

情報科学部では独自の取り組みとして就職情報業界の専門家(株

式会社マイナビ副編集長)を招き、 「就職状況の現状と将来予測」

と題した教員向け講演会を実施した。

学生・教員に対する l
民 |学生・教員に対する授

授業アンケー卜の|
|業アンケー卜

実施 t 

【目的・内容】

本学の教育方針に沿った教育を推進し、学生の視点に基づいた授

業内容及び授業方法の改善を図るためのアンケート調査

【実施時期】

①前期:7月"'-'9月 ②後期:1月"'-'2月
【対象者数】

①16， 014名 ②14， 587名 ※いずれも延人数
【回答数(回収率)】

①11， 818名 (73.8%) ②9， 913名 (68.0%)※いずれも延人数
【結果(自由意見を含む)】

①受講者平均値 3.9 (5点満点)
②受講者平均値4.0(5点満点)
【施策への反映等】

各教員に通知し、学生の意見を参考として教員自らで授業を分析

し改善を図るとともに、大学全体の組織的な取組みとして、本学に

おける教育の質の向上を図り、 FDセミナ一等、授業改善を支援す

る組織的な取組みに活用している。
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[目的・内容〕

各種セミナー (FD研修会)の実施効果の把握や今後のセミナー

開催に係る意見等を収集するためのアンケート調査

【実施時期】

各種セミナ一実施後 (9月、 11月、 1月、 3月)
[対象者数〕

各種セミナー参加者数の合計 299名
【回答数(回収率)】

181名 (60.5%)
[結果(自由意見を含む)] 

内容に満足、又は学生の指導・支援を行う上で役立つといった回

答(I非常にそう思う」又は「そう思うJ)が多数を占めており、

高い評価を得た。

{施策への反映等]

開催した各種セミナーがアンケート結果で高い評価を得ているこ

となどから、今後もセミナ一等を適宜開催し、授業改善等に資する

よう、取組みを継続する。

-4-



平成24年度計画 |アンケート等の名称、 調査結果等

オープンキャンパ

ス、高校進路指導担|大学のイメージにつ

当教員説明会等に|いてのアンケート調

おけるアンケート|査

調査の実施

[門的・内容〕

本学に関心のある者が持つ本学のイメージを調査するためのアシ

ケート調査

[実施時期)

①進路指導教員対象大学説明会 (5月)

②ブレ・オーブンキャンパス (6月)

③オーフむンキャンパス (8月)

[対象者数〕

進路指導担当教員 107名、高校生及びその保護者1.734名
[回答数(回収率)) 

教員86名 (80.4%)、高校生及びその保護者1.100名 (63.4%) 
[結果(自由意見を含む)) 

「特色のある大学である」、 「教育方針やカリキュラムがよしリ、

「学習環境や設備がよしり、 「学費が安い」の項円に「そうである」

または「ややそうであるJとの回答が比較的多かった。

[施策への反映等〕

公立大学である本学の堅実なイメージを保ちながら、学部構成等

の特色を県内外の学生・保護者等に幅広く PRできるよう、次年度

版の大学案内をリニューアルするとともに、本学の教育研究活動を

幅広くマスコミに取り上げてもらうため、新聞社など、へのより効果

的な情報提供について見直しを行った。

「
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資産の部

I 固定資産

1 有形固定資産

土地

建物

減価償却累計額

構築物

減価償却累計額

工具器具備品

減価償却累計額

図書

美術品・収蔵品

車両運搬具

減価償却累計額

有形固定資産合計

2 無形固定資産

ソフトウェア

その他無形固定資産

無形固定資産合計

3 投資その他の資産

敷金・差入保証金

投資その他の資産合計

固定資産合計

E 流動資産

現金及び預金

未収学生納付金収入

未収入金

たな卸資産

その他流動資産

流動資産合計

資産合計

貸借対照表

(平成25年3月31日)
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(単位:円)

18.589，515，890 



負債の部

I 固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金等

資産見返補助金等

資産見返寄附金

資産見返物品受贈額

資産除去債務

長期リース債務

固定負債合計

E 流動負債

預り補助金等

寄附金債務

前受受託研究費等

未払金

リース債務

未払消費税等

預り科学研究費補助金

預り金

前受金

賞与引当金

その他流動負債

流動負債合計

負債合計

純資産の部

I 資本金

地方公共団体出資金

資本金合計

E 資本剰余金

資本剰余金

損益外減価償却累計額

損益外利息費用累計額

資本剰余金合計

87， 109， 368 

10， 104，075 

23， 135，468 

2. 011. 043， 723 

E 利益剰余金

教育研究の質の向上並びに組織運営及び施設援備の改善目的綴立金

積立金

当期未処分利益

(うち当期総利益)

利益剰余金合計

純資産合計

負債純資産合計

2， 131. 392， 634 

131. 251. 312 
661， 765， 124 

1. 630， 116 

49， 056， 957 

3. 835. 172 

362， 821， 586 

451. 521， 303 

408. 900 

26， 040， 754 

23. 290， 064 

4. 523， 000 

14. 668， 797 

2，462， 240 

15. 510， 191， 000 

332. 320. 403 

ム1， 724， 345， 473 

ム 45，601. 354 

362， 666， 922 

69. 675， 397 
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損益計算書

(平成24年4月l日~平成25年3月31日)
(単位:円)

経常費用

業務費

教育経費 304. 733. 328 
研究経費 423， 495， 442 
教育研究支援経費 576， 693， 059 
受託研究費 23， 850， 143 
受託事業費 405. 220 
役員人件費 20， 364， 602 
教員人件費 2， 180，970，628 
職員人件費 540， 277， 605 4， 070. 790， 027 
一般管理費 386， 268， 022 
財務費用

支払利息 81， 809，210 
その他 19.528 81. 828， 738 
経常費用合計 4， 538， 886， 787 

経常収益

運営費交付金収益 3， 182， 138， 977 
授業料収益 1. 078，196，431 
入学金収益 205， 112， 700 
検定料収益 41. 660. 000 
受託研究等収益

国文は地方公共団体分 7，473，982 
国又は地方公共団体以外分 19， 192，850 26， 666， 832 
受託事業等収益

国又は地方公共団体分 522， 540 522， 540 
寄附金収益 23，950，419 
補助金等収益 6， 676， 496 
資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金等戻入 7， 060， 477 
資産見返寄附金戻入 6， 302，493 
資産見返補助金等戻入 255， 150 
資産見返物品等受贈額戻入 20， 966， 860 34， 584， 980 
財務収益

受取利息 22， 680 22， 680 
雑益

財産貸付料収益 59，974，616 
公開講座収益 5， 048， 200 
手数料収益 251. 330 
物品等売却収益 893， 060 
研究関連収益 32， 070， 766 
その他雑益 24， 796.487 123， 034， 459 

経常収益合計 4， 722， 566， 514 
経常利益 183，679，727 

当期純利益 183，679，727 
目的積立金取崩額 36， 261， 309 
当期総利益 219，941. 036 

内
唱
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キャッシュ・フロー計算書
(平成24年4月1日~平成25年3月31日)

(単位:円)

I 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出

人件費支出

その他の業務支出

運営費交付金収入

授業料収入

入学金収入

検定料収入

受託研究等収入

受託事業等収入

補助金等収入

寄附金収入

その他の業務収入

預り金の増減

業務活動によるキャッシュ・フロー

ム 761， 575， 386 
ム 2，690， 821， 858 

ム 361， 681， 324 
3， 186， 192， 000 
1， 069， 291， 825 

204， 337， 200 
41， 643. 000 
32， 794， 766 

522， 540 
14， 750. 164 
9， 278， 000 
125， 942， 092 
2，466， 733 
873， 139. 752 

E 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入れによる支出

定期預金の払出しによる収入

有形国定資産及び無形固定資産の取得による支出

その他投資活動による収入

小言十

利息及び配当金の受領額

投資活動によるキャッシュ・フロー
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E 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出

その他支出

小計

利息の支払額

財務活動によるキャッシュ・フロー
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N 資金増加額 167， 504， 307 

V 資金期首残高 978， 898， 552 

VI 資金期末残高 1， 146， 402， 859 
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利益の処分に関する書類(案)

第3期事業年度
(平成24年4月l日~平成25年3月31日)

I 当期未処分利益

当期総利益

E 利益処分額

積立金

地方独立行政法人法第40条第3項により

設立団体の長の承認を受けようとする額

教育研究の質の向上並びに組織運営及び施設整備の改善目的積立金

r
h
d
 

219，941.036 

3， 671. 008 

216.270，028 

(単位:円)

219，941. 036 

219.941， 036 



行政サービス実施コスト計算書
(平成24年4月l日~平成25年3月31日)

I 業務費用

(1) 損益計算書上の費用

業務費

一般管理費

財務費用

(2) (控除)自己収入等
授業料収益

入学金収益

検定料収益

受託研究等収益

受託事業等収益

寄附金収益

補助金等収益

資産見返運営費交付金等戻入

資産見返寄附金戻入

財務収益

雑益

業務費用合計
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ム1.078. 196. 431 
ム 205.112. 700 

ム 41.660. 000 
ム 26.666. 832 
ム 522，540 
ム 23.950，419
ム1.570. 690 
ム 5，447.032 
ム 6，302，493 
ム 22.680 
ム 96.683.211 ム1.486. 135. 028 

E 損益外減価償却相当額

E 損益外利息費用相当額

N 引当外賞与増加見積額

/
¥
 

V 引当外退職給付増加見積額

VI 機会費用
国又は地方公共団体財産の無償又は

減額された使用料による貸借取引の機会費用

地方公共団体出資の機会費用

3， 685， 220 
80， 762， 120 

w 行政サービス実施コスト

n
h
u
 

(単位:円)

3. 052， 751. 759 

564，581. 290 

3， 008. 388 

ム1.681. 963 

19，374. 883 

84，447， 340 

3.722.481. 697 



(注記事項)

I 重要な会計方針

1 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

期間進行基準を採用しています。

2 減価償却の会計処理方法

(1) 有形固定資産

定額法を採用しています。

耐周年数については、法人税法の耐周年数を基準としていますが、受託研

究等収入により取得した償却資産については当該研究期間を耐周年数とし、

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産についてはリース

期間を耐周年数としています。

また、設立団体より承継した固定資産については、承継時の残存耐周年数

( 1年未満のものは1年)をもって、耐周年数としています。

主な資産の耐周年数は以下のとおりです。

建物 1 1年---42年

建物附属設備 3年---1 5年

構築物 2年---50年

工具器具備品 1年---1 0年

なお、特定の償却資産(地方独立行政法人会計基準第85)の減価償却相

当額については、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示

しています。

(2) 無形固定資産

定額法を採用しています。

耐用年数については、法人税法の耐用年数を基準としていますが、リース

資産についてはリース期間を耐周年数としています。

3 賞与引当金及び見積額の計上基準

賞与引当金は、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされない教職員

への賞与の支払いに備えるため、当該教職員に対する賞与支給見込額のうち、

当事業年度に帰属する額を計上しています。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当

期末の引当外賞与見積額から当期首における同見積額を控除じた額を計上し

ています。

-7-



4 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

退職一時金については、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされる

ため、引当金は計上していません。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、

当期末に在職する役員及び教職員について、当期末の自己都合要支給額から当

期首の自己都合要支給額を控除した額から、退職者に係る当期首の自己都合要

支給額を控除して計算しています。

5 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

(1) 国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による賃貸取引

の機会費用の計上方法

広島市財産条例に基づき使用料を算定しています。

(2) 地方公共団体出資の機会費用の計算方法

新発10年利付国債の平成25年3月末利回りを参考に0.564%で計

算しています。

6 消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっています。

E 貸借対照表関係

1 運営費交付金から充当されるべき引当外退職給付の見積額 1，293，421，917円

(広島市からの派遣職員に対する退職給付見積額は上記金額から除いていま

す。)

2 運営費交付金から充当されるべき引当外賞与の見積額 87，243，659円

(広島市からの派遣職員に対する賞与見積額は、賞与引当金に計上していま

す。)

E キャッシュ・フロー計算書関係

1 資金の期末残高の貸借対照表表示科目別の内訳

平成25年3月31日

現金及び預金

定期預金

資金期末残高

1，206，402，859円

ム 60‘000.000円

1，146，402，859円

2 重要な非資金取引

(1) ファイナンス・リース取引による有形固定資産の取得 273，932，229円
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N 行政サービス実施コスト計算書関係

1 引当外退職給付増加見積額には、広島市からの派遣職員に係る引当外退職給

付増加見積額 38，258，738円が含まれています。

2 設立団体に係る額，

機会費用はすべて広島市によるものです。

V 金融商品の時価等

1 金融商品の状況に関する事項

当法人は、資金運用については一時的な余剰資金を安全性の高い短期的な預

金に限定して運用しています。また、リース取引を固定資産の取得に利用して

います。

2 金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のと

おりです。

(単位:円)

貸借対照表
時価 差額

計上額

(1) 現金及び預金 1，206，402，859 1，206，402，859 一

(2) リース債務 (1，113，286，427) (1，114，865，531) (ム1，579，104)

(注1)負債に計上されているものは、( )で示しています。

(注2)金融商品の時価の算定方法に関する事項

(1) 現金及び預金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっています。

(2) リース債務

リース債務の時価については、元金利の合計額を新規に同様のリース取引

を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっています。
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U 賃貸等不動産の時価等

当法人は、学生寮(土地を含む)及び駐車場を有しております。これらの固定

資産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は次のとおりです。

(単位:円)

貸借対照表計上額

期首残高 当期増減額 当期末残高
当期末の時価

学生寮 970，983，620 ム16，729，010 954，254，610 879，233，405 

駐車場 785，119，031 785，119，031 710，1仰 631

(注1)貸借対照表計上額は、取得原価額から減価償却累計額を控除した金額

です。

(注2)当期増減額は損益外減価償却相当額及び資産除去債務に対応する除去

費用です。なお、学生寮の当期末残高に含まれる除去費用は1，859，502

円です。

(注3)当期末の時価は鑑定評価額を基礎として、当法人が算出した金額です。

また、学生寮及び有料駐車場に関する平成25年3月期における収益及び費用

等の状況は次のとおりです。

(単位:円)

賃貸収益 賃貸費用
その他

(売却損等)

20，641，708 
学生寮 16，595，626 

(16，729，010) 

駐車場 5，107，596 1，172，112 

(注) ()は損益外減価償却相当額で内書です。

四重要な債務負担行為

該当する事項はありません。

咽重要な後発事象

該当する事項はありません。
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1x 資産除去債務関係

1 資産除去債務の内容

「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律(建設リサイクル法)Jに関す

る特定建設資材に係る分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化に要する

費用について資産除去債務を計上しています。

2 資産除去債務の算定方法

使用見込み期間を耐用年数 (47年)に基づいて見積もり、割引率は期間に応

じた国債利回り (2. 3 2 1 %)を使用しています。

3 資産除去債務の総額の期中における増減

期首残高

時の経過による調整額

期末残高

-11-
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附属明細書



(1) 固定資産の取得及び処分、減価償却費(r第85特定の償却資産の減価に係る会計処理Jによる損益外減価償却相当
額も含む。)の明細

(単位:ドJ)

期J ，Yj 当期 当期j 期末
j減自Ili償却l累計鎖 減m損失累計額、 J_tι ソ)1

資j主心種額
残 i:ミ 精力11額 減少額 銭 (1"11

償当却額期i 十当11~主期内 ;当'[~~ぷ期外l 
DjWJAミ 摘史:
残 I~.;l 

建物 8.049，518.691 1:2，897，539 -1 8.06:2，416，:230 1，693，902.709 564.140，793 -1 6，368，513.5:21 
イi形同定

工兵器H
資j定(特定

i'iiob 
15，:285.375 15，:285，375 440.497 440，497 14，844，878 

償却資沌)
8，049，518，691 :28.182，914 -1 8，077，701，605 1，694，343.:206 564，581，:290 -1 6，383，358，399 

建物 164.553，963 1，995，000 166，548，963 :29，711，3:20 11，:2:2:2，712 136，837.643 

椛築物 492.884，66:2 492，884，662 55，286，790 12，966，324 437.597，87:2 

産有形凶定 工共掠H :2，197，781，089 296，839，934 154，415、589 :2，340，205，434 l、404，203，880 518，783，:269 936，001.554 
資償 (特定 {嗣町11日I日
却資産以
悶主 1，615，572，771 :25，876，674 一 1，641，449，445 -1 1.641，449，445 

外)

jfq山~j)坦摘1St 1，738，:285 1，738，:285 96:2，880 320，960 775.405 

4.472，530，770 324.711，608 154，415，589 4，64:2，826，789 1，490，164，870 543，293‘265 -1 3，152.661，919 

1二地 7，516，320，000 一 7，516，3:20，000 ー 7，516，320，000

;)1:償却l 美術品・
254，:224，392 800，002 255，024，394 255，024，394 

資、j定 収蔵JIlfi

7，770，544，392 800，002 ー 7，771，344，394 -1 7，771，344，394 

1: !也 7，516.320，000 ー 7，516，320，000 -1 7，516.320，000 

建物 8，214，072，654 14，892，539 -1 8，:228，965，193 1，723，614，029 575，363，505 -1 6，505.351，164 

挑築物 492，884，662 492，884.662 55，286，790 12，966，324 437，597，872 

r. J，!; ~lH1， 
2，197，781，089 312，125，309 154，415，589 2，355，490，809 1，404.644，377 519，2:23，766 950，846，432 

イI形i胡定 備Jilt
資産合計

I:i'J I~; 1，615，572，771 25，876，674 ー 1，641.449，445 ー1，641，449，445

長N:jMI・
254，224，392 800，002 255，024，394 255，024，394 

収j~渡 1I1百

Ijil，lij運搬n 1，738，285 1，738，285 962，880 320，960 775，405 

20，292，593，853 353，694，524 154，415，589 20，491，872.788 3，184.508，076 1，107，874，555 ー17，307，364，712

ソフトウェ
18.344，145 18，344，145 9.552，955 3，272，306 8，791，190 

7 
~!l~形問定 その他J!l~形

691，844 548，073 1，239.917 1，239，917 
資j夜合計 阿定資序:

19，03.5.989 548，073 19，584，062 9，552，955 3，272，306 10.031，107 

数金・走入
46.411，084 2，517，000 43，894，084 43，894，084 

保証金
投資その

その他 17，362 17，362 
他の資産

~j 46，428，446 2，534，362 43，894，084 43.894，084 

(IU建物の制加は、 1，'j級千'I.':Y.自主lJI!別i1Ij改修工事12.S9i. 539 円、 t古級科学部付!別館?'~謝.1M設1. 995. OOOPJによるものですι
(1主)工只~~具備品の11'l}Jnは、ファイナシス・リースJr~引による有形見1定資産のJr~ft~ 2i3. 932. 229円など取得によるものです
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( 2) たな卸資産の明細

当期増加額

陀語1 期目残高
当期購入・
製造・振替

貯j持品 1，118，055 1.709，-190 

1，118，055 1，709.-190 

(3) 有価証券の明細

該当事項はありません。

(4) 長期貸付金の明細

該当事項はありません。

( 5) 長期借入金の明細

該当事項はありません。

(6) 引当金の明細

(6 )ー 1 引当金の明細

(6) - 2 貸付金に対する貸倒引当金の明細

該当事項はありません。

( 7) 資産除去債務の明細

|ズ分

建設工事に係る資材のfJ}資源
化等に関する法律

(8) 保証債務の明細

該当事項はありません。

(9) 資本金及び資本剰余金の明細

l主 分

地点公共団体出資金

資本金
計

資本剰余金

授業料

寄附金等

無償譲与

資本剰余金 目的積立金

その他

当期増加額

3，008，388 

期首残高

15，510，191，000 

15，510，191，000 

6，663，405 

1，569，863 

~95 ， ~54 ， ~19 

303，487，487 

当期減少額

期ぷ残高

払/1¥.振替 その他

1，7-11，00-1 1.086，5-11 

1，i-11，00-1 1，086，5-11 

(単{叱:jll) 

期末残高 摘要

14，668，797 

期末残高

当期地加額 当期減少額 期末残高

15，510，191，000 

15，510，191，000 

800，000 7，463，405 

日つ 1，569，865 

150，000 295 ， 104 ，~19 

~8 ， 18~ ，914 ~8 ， 18~ ，914 

~8 ，98~ ，916 150，000 33~ ， 3~0 ， 403 

損益外減価償却累計額 ム1，159，764，183 ム 564，581， ~90 ーム 1， 7~4 ，345 ，473 

損主主外利息費用累計額 ム42，592，966 ム 3，008，388 ム 45，601，354

差引 ~l- ム 898，869 ， 66~ ム 538 ，606 ，76~ 150，000 ム 1，437 ，6~6 ，424 

(注)1 当期増加額は、非償却資産の取得によるものです。
(注)2 当期増加額は、目的積立金により取得した建物等に係るものです。

-13-

( ~世伏: l' J) 

摘要

(単位:ド1)

摘要
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(10) 積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

(10) -1 積立金等の明細

Eえ 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

積u:金 66 ， 679 ，3~~ ~，996 ， 075 。 69，675，397 (注)1 

教育研究壬凡t3JJL貨の改向上並びに組織i誕符 ~14 ，651 ，646 ~12 ，459 ，499 64 ，444 ， ~~3 36~ ，666 ， 9~2 (it) ]、<itl:2 及びー施r.x.設備の 詩 u的f{i \'Î_~

281，330，968 ~15 ，455 ， 574 6-1，44-1‘223 4~1~ ， 34~ ， 319 

(i単{立:IJ]) 

(注)1 当期地加額は、平IJ誰の処分によるものです。
(注)2 当期減少は、|詞定資産の取得及び費用の発生による積¥'f.金取崩によるものです。

(10) -2 同的積立金の取崩しの明細

l又 分 金額 摘 要

教育研究の貨の向上並びに組織運営

円的積立金取崩額
及び、施設設liii(f)改i時11的積立金 36 ， ~61 ， 309 費用の発生

36，261，309 

教育研究の貨の向上並びに組織運営

その他
及び施設設備の改務目的秘主金 28，]82，914 固定資産の取得

計 28 ， 18~ ， 914 

(単位:jlJ) 

(11) 運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

(11)-1 運営費交付金債務

交付金
当期振倍額

交付年度 期首残高
当期交付額 運常費父付金 資産見返運常

期末残高

収提 費交付金等
資本剰余金 小;11-

平成24年度 3，186，192，000 3，182，138，97i 4，053，023 3，186，192，000 

合計 3，186，192，000 3，182，138，977 4，053，023 3，186，192，000 

(単位:jll) 

(11) -2 運営費交付金収益
(単位:円)

ふ

J

-

準

回
一
一
地

等

一

計

務
一
刊

業

一

時
-
期

平成24年度交付分 A 
I-J i
 

泊
三

H

3，182，138，977 3，182，138，977 

A 
Iコ 計 3，182，138，977 3，182，138，977 

(12) 運営費交付金以外の地方公共団体等からの財源措置の明細

(12) -1 施設費の明細

該当事項はありません。

(12)ー 2 補助金等の明細

当期振替額 摘要
lえ分 当期交付額

建設仮勘定 資産見返
見返補助金等 補助金等

資本剰余金 預り補助金等 収主主計上

大学関連携共同教育推
13，000，000 7，894，194 5，105，806 

進事業

海外隣国宇支援事業補助金 1，750，164 13，649 1，630，116 106，399 

ムI-J、;11- 14，750，164 7，907，843 1，630，116 5，212，205 

(単位:円)

(注)損議計算書の補助金等収誌には、前年度繰越分の収様化額1.464， 291P3が含まれています。
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( 13) 役員及び教職員の給与の明細
(単位:円、人)

報酬文は給与 退職給付
区 分

支給額 支給人員 支給額 支給人員

常勤 18，:284，648 

役員 非常勤 480，000 4 

計 18，76-1，648 。

常勤 :2，017，960，950 239 170，793‘899 12 

教職員 非常勤 222，057，767 150 

計 2，240，018，717 389 170，793，899 12 

常勤 2，036，245，598 240 170，793，899 

合計 非常勤 222，537，767 154 

計 2，258，783，365 394 170，793，899 12 

(注 1) 役員に対する報酬及び退職手当の支給基準の概要
「公立大学法人広島市立大学役員報酬規程」及び「公立大学法人広島市立大学役員退職手当規程Jに基

づいています。

(注2) 教職員に対する給与及び退職手当の支給基準の概要
「公立大学法人広島市立大学職員給与規程」及び「公立大学法人広島市立大学職員退職手当規程Jに基

づいています。

(注 3) 支給人員は、報酬又は給与では年間平均支給人員、退職給付では年間支給人員を記載しています。

(注4) 支給額には賞与引当金繰入額、法定福利費は含まれていません。

(14) 開示すべきセグメント情報

当法人は単一セグメントにより事業を行っているため、記載を省略しています。
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(5) 業務費及び一般管理費の明細
(単位:円)

教育経費

消耗品費 50， 841， 435 
備品費 10，376，153 
印刷製本費 8， 374，070 

水道光熱通費 74， 884， 439 
旅費交費 6司 197，236 
通信運搬費 3， 377， 633 
賃借料 2， 053， 648 
車両燃料費 25， 249 
保守料 17， 280， 628 
修繕費 5， 102， 103 
損害保険料 15， 900 
広告宣伝費 3， 607， 625 
行事費 230， 082 
諸会費 2， 049. 739 
会議費 77， 660 
報酬・委託・手数料 37， 341. 963 
奨学費 36.866，121 
租税公課 1. 700 
減価償却費 45， 655， 905 
その他 374，039 304， 733， 328 

研究経費

消耗品費 47， 675. 867 
備品費 21， 126，744 
印刷製本費 751， 335 
水道光熱費 58， 566， 196 
旅費交通費 68， 696， 607 
通信運搬費 5， 006， 573 
賃借料 1. 295， 105 
保守料 3， 377， 318 
修繕費 5， 095， 031 
損害保険料 8， 440 
広告宣伝費 1， 035， 540 
諸会費 10; 501. 270 
会議費 5. 441 
報酬・委託・手数料 9， 098， 327 
租税公課 94. 650 
減価償却費 190， 928， 779 
その他 232， 219 423， 495， 442 

教育研究支援経費

消耗品費 19， 222， 023 
備品費 484， 155 
印制製本費 217，900 
水道光熱費 20， 288， 008 

旅費運交通費 927， 240 
通信搬費 28，375，419 
賃借料 72， 503， 805 
保守料 149， 985， 282 
修繕費 390， 600 
広告宣伝費 732， 795 
諸会費 163，000 
報酬・委託・手数料 4， 031， 895 
減価償却費

「
279，370，517 

その他 420 576， 693. 059 
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受託研究費 ~3. 850 ‘ 1~3 

受託事業費 ~05. 220 

役員人件費

報酬 13. .J23. 300 
賞与 5. 3.J 1. 3.J8 
法定福利費 1. 599. 95.J 20. 36.J. 602 

教員人件費

常勤教員給料

給料 1. 274. 298.852 
賞与 .J24. 013. 068 
退職給付費用 170. 793. 899 
法定福利費 238. 874. 535 2. 107. 980. 354 
非常勤教員給料

給料 72. 794. 879 
法定福利費 195. 395 72.990.274 2. 180司 970.628 

職員人件費

常勤職員給料

給料 258. 890. 994 
賞与 60. 758. 036 
賞与引当金繰入額 14， 668. 797 
法定福利費 39. 070. 090 373. 387. 91 i 
非常勤職員給料

給料 149. 262. 888 
法定福利費 17. 626. 800 166. 889. 688 540， 277. 605 

一般管理費

消耗品費 19. 309. 013 
備品費 3， 738. 840 
印届IJ製本費 1. 880， 100 
水道光熱費 28. 029. 022 
旅費交通費 5. 226， 588 
通信運搬費 3， 605. 488 
賃借料 114，317.643 
車両燃料費 351. 963 
保守料 44， 656， 955 
修繕費 20.056，812 
損害保険料 2，412.084 
広告宣伝費' 5.110.820 
行事費 15， 600 
諸会費 2， 233， 160 
福利厚生費 1. 871. 464 
会議費 13，840 
報酬・委託・手数料 84， 764， 615 
租税公課 6， 151. 854 
減価償却費 29， 469， 272 
その他 13. 052. 889 386， 268. 022 
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(16) 寄附金の明細

(li) 

(18) 

(19) 

(20) 

当期受入額 件数

21，751，717 14 (1，528) 

(単位:円)

摘要

() l:i現物1.HHt引午数で外数て寸二

(注)上記のうち、奨学寄附金は9，278，000円、現物寄附は12，473，717円です。

受託研究の明細

期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高

577，760 14，253，991 11，766，939 3，064，812 

(注)受託研究等収益には研究関連収益として計上した間接経費収益も含まれていますこI

共同研究の明細

期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高

483，000 19，027，771 18，740，411 770，360 

(注)受託研究等収益には研究関連収益として計上した間接経費収益も含まれています。

受託事業等の明細

区分 期首残高 当期受入額 受託事業等収益

教育研究事業 522，540 522，540 

科学研究費補助金等の明細

種 円 当期受入 件 数

新学術領域研究
(8，500，000) 
2，550，000 

挑戦的萌芽研究
(2，719，638) 
815，000 

5 

特定領域研究
(1，400，000) 。

研究活動スタ ト支援
(1，200，000) 
360，000 

基盤研究 (A)
(8，000，000) 
2，400，000 

4 

基盤研究 (B)
(24，240，000) 
6，717，000 

19 

基盤研究 (C)
(40，904，456) 
12，268，300 

48 

基盤研究(B)海外学術調査
(3，300，000) 
990，000 

2 

若手研究 (B)
(15，915，812) 
4，773，948 

17 

主EL3 計
(106，179，906) 
30，874，248 

98 

摘

(注)間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については外数として( )内に記載しています。

-18-

(単位:円)

摘 要

(注)

(単位:円)

摘 要

(注)

(単位:円)

期末残高

(単位:円)

要

ー.，



(21) 上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

(21) -1 現金及び預金の明細
(単位:円)

区 分 金 額

現 :金 1，430 

普通預金 1， 146，401，429 

定期預金 60，000，000 

A仁1、 計 1，206，402，859 

(21) -2 リース債務の明細
(単位:円)

区 分 金 額 うちl年以内返済額

教育経費 3，953，518 3，953，518 

研究経費 340，010，894 149，944，710 

教育研究支援費 668，758，208 284，138，740 

一般管理費 100，563，807 13，484，335 

Z口〉、 計 1，113，286，427 451，521，303 

(21) -3 資産見返物品受贈額の明細
(単位:円)

区 分 金 額

構築物 437，597，872 

工具器具備品 9，850，015 

図 書 1，562，820，428 

車両運搬具 775，405 

著作権 3 

A口、 計 2，011，043，723 

(21) -4 物品等売却収益の明細
(単位:円)

区 分 金 額

特許を受ける権利の譲渡 630，000 

古紙売払いその他 263，060 

ム口、 計 893，060 
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平成24事業年度

算 幸良 壬ヒ口

3期事業年度

自平成 24年 4 月 1日

至平成 25年 3月31日

公立大学法人 広島市立大学

主日
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平成24年度決算報告書

:百万円)

区 分 予算額 決算額 {露考 ‘・

収入

運営費交付金 3， 186 3， 186 5 

授業料、入学科及び入学検定料収入 1， 303 1， 317 14 

受託研究収入 135 31 ム 1041(注1) 

補助金収入 4 15 11 

寄附金収入 61 22 391 (注1) 
雑収入 137 139 2 

目的積立金取崩 32 64 321的)
言十 4. 858 4.774 ム 84

支出

教育研究経費 1， 302 1. 205 97 (注3)

人件費 2. 735 2.676 59 〈注4)

一般管理費 621 606 ム 15
受託研究経費 135 24 ム 1111(注日
祷助金事業費 長 15 11 

61 17 ム4間)
計 4. 858 生543 ム 315

ノ

予算と決算の荒異について

(注 1) 外部資金については、受入れ実穣等に基づき予算額を計上しましたが、受託研究につ
いては研究の終了等により受託金額が見込みより減少したため、寄前金については寄関

金額が見込みより減少したため決算額が減となっています。それに伴い支出も決算額が

減となっています。

(注 2) 施設整備の実施に梓う取崩額の増

(注引 っース契約仕様見直しによる

(注4) 教員の新規採用抑制による

損益計算書の計上金額と決算額の荒異について

は叉益と収入決算額の差異)

(己 決算報告書では、損益計算帯に収益として計上されていない悶定資産取得に充てられた収
入等が収入として計上されています。

(2) 損益計算書では、決算報告書に収入として計上されていない資産見返負債戻入や授業料等
のうち減免等により収入がなかった金額が収益として計上されています。

と支出決算額の差異)

(1) 決算報告書では、損益計算書に費用として計上されていない固定資産取得額等が支出とし

て計上されてい

国 損益計算書では、決算報告書に支出として計上されていない減価償却1費や授業料等の減免
額等が費用として計上されてい

。損益計算書の計上金額と決算額の集計区分の並異について
(1) 教育研究費の一部について、損益計算書上では一般管理費として計上しているものが

あります。
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